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Ⅰ「横浜市立病院中期経営プラン 2019-2022」令和３年度の振り返りと点検・評価 

市立病院は、平成 17 年度から地方公営企業法を全部適用する公営企業として、

経営計画を策定した上で、地域医療に対する貢献と政策的医療の展開において中心

的な役割を担いながら経営改善を進めてきました。その結果、各病院における医療

の質が向上するとともに経常収支など経営面でも改善が見られました。 

「横浜市立病院中期経営プラン 2019-2022」では、各病院の特徴を最大限に発揮

するとともに、医療の質の向上と安全を確保し、持続可能な経営基盤を構築するな

ど、地域医療のリーディングホスピタルとしての役割を果たすこととしています。 

令和３年度は新たな変異株による急激な感染拡大を受け、新型コロナウイルス感

染症陽性患者が急増するなか、専用病床の確保など、市立病院として感染症対応の

中核的な役割を担ってきました。特に感染症指定医療機関である市民病院において

は、中等症以上の患者を受け入れるとともに、陽性患者の重症化予防策に積極的に

取り組むなど、市立病院としての役割を果たしました。 

また、みなと赤十字病院や専門病院である脳卒中・神経脊椎センターでも専用病

床を確保するなど、市立３病院において、陽性患者の受入れに向けた病床の確保や

体制の構築に努めました。 

その一方で、政策的医療や高度急性期医療等、横浜市域に必要な医療提供体制を

維持するため、通常診療との両立にも努めました。 

新型コロナウイルス感染症への迅速かつ柔軟な対応が迫られる中、病院運営にも

大きな影響を受け、一部の取組について目標に到達しなかったものもありますが、

直営２病院では、プランの目標達成に向けた取組を進めており、その達成状況の振

り返りと評価を行いました。また、みなと赤十字病院についても、例年同様、本市

との基本協定に基づき、指定管理者である日本赤十字社が政策的医療等を提供する

とともに、指定管理業務に対する本市としての点検・評価を行いました。 

本プランの振り返りにあたっては、これまでのプラン同様、外部委員で構成され

る「横浜市立病院経営評価委員会」による点検・評価を受け、その結果を各病院の

運営に活かしていきます。 
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（単位：人）

新入院患者 260 324 312 329 369 217 51 29 34 250 457 381 3,013

市立３病院における新型コロナウイルス感染症患者（疑い患者含む）受入状況（令和３年度）

（※）検査結果が判明するまでは陽性患者と同様の対応が必要なため、疑い患者も含んでいます。

１２月 １月 ２月 ３月 計６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月４月 ５月

１ 市立３病院における新型コロナウイルス感染症対応（令和３年度） 

〇 令和３年度は、重症化リスクの高いデルタ株や、感染力の強いオミクロン株の流行な

どによる患者数の急増に伴い、市内の陽性患者用病床がひっ迫する中、市立３病院で

は、引き続き新型コロナウイルス感染症への対応において、中心的な役割を果たして

きました。 

〇 市立３病院では、陽性患者の受入病床を確保するとともに、医師・看護師等、医療従

事者の配置を見直すなど、限られた医療資源を最大限活用し、令和３年度実績で３病

院合計 3,000 人以上の患者（疑い患者含む）を受け入れました。 

〇 また、感染状況に応じ、通常診療が制限されるなど、病院運営が厳しい状況の中にお

いても、院内の感染対策や病床管理を徹底し、新型コロナウイルス感染症への対応と、

救急医療などの政策的医療や高度急性期医療との両立に努めながら、市立病院として

の各病院の特色を生かした医療提供体制を維持してきました。 

〇 感染症指定医療機関である市民病院では、陽性患者の重症化予防策に積極的に取り組

むとともに、前年度に引き続き、地域の医療従事者を対象とした感染症対策の研修を

実施するなど、市立病院として、地域における感染症対応力の向上に努めました。 

 

（１）市民病院

ア 新型コロナウイルス感染症患者の受入れ

昨年度に引き続き、地域の感染動向を踏まえつつ、求

められる病床の確保と柔軟な病床運営を実施しました。 

受入病床については、病院全体で最大 72 床を確保し、

神奈川県の病床確保フェーズを踏まえて、重症及び中等

症患者に対応しました。 

一般病棟の１病棟を新型コロナウイルス感染症専用

病棟とした上で、入院患者の管理と感染症病棟等の受入

病棟に勤務する職員の負担軽減のために、春季の第４波

では一般病棟を１病棟、夏季の第５波では一般病棟と緩和ケア病棟の２病棟（※当期

間における緩和ケア入院診療の患者は他の一般病棟で対応）、陽性患者が大幅に増加

した年末年始以降の第６波では一般病棟を１病棟閉鎖し、入院診療や不急の手術にか

かる予約枠の制限を行い、応援体制を確保しました。 

2



以上のように、病院全体で柔軟な病床運営・職員配置を実施しつつ、感染症関連診

療科に加え、内科系・外科系問わず全診療科が一丸となって新型コロナウイルス感

染症患者を受け持ち、令和３年度は陽性 754 人、疑い 758 人、合計 1,512 人の患者

を受け入れました。 

 

イ 重症化予防の取組 

夏季の第５波では、医療ひっ迫状況の改善に資する重症化予防策として、保健所で

整理した自宅療養者リストを踏まえ、医師による電話診察を行った上、必要に応じて

ステロイドの処方箋を発行し、市中の調剤薬局から自宅へ届けるといった取組を行い

ました。また、神奈川県指定の中和抗体療法外来拠点病院として、軽症患者等に対す

る中和抗体療法に対応しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 高度急性期医療との両立 

第５波や第６波等の影響を受けながらも、がんや心血管疾患等に対する高度急性期

医療の提供体制を維持し、新規入院患者数は前年度を上回る 17,929 人（前年度+1,844

人）、手術件数については、過去最高となる 6,579 件となりました。 

 
エ 感染症指定医療機関としての地域医療の質向上のための取組 

感染症専門医が、地域医療従事者及び院内職員に対し、新型コロナウイルス感染症

のワクチンや治療薬等に関する研修や講演会をリモート配信等で複数回実施し、地域

向けに感染症対応に関する啓発を行いました。 

 
オ 継続した患者受入れのための職員支援 

院内の産業医や精神科医、臨床心理士などが連携して、「病院職員こころのサポー

トチーム」を立ち上げ、職員からの相談を受けるほか、新型コロナウイルス感染症患

者を受け入れている病棟の看護師の面談を行いました。 

新型コロナウイルスワクチンについては、病院職員（希望者）を中心に、年度当初

に２回目の接種を行い、ワクチンの供給状況を踏まえつつ、12～１月で３回目の接種

を完了しました。 

0

50

100

150

200

250

300

４⽉ ５⽉ ６⽉ ７⽉ ８⽉ ９⽉ 10⽉ 11⽉ 12⽉ １⽉ ２⽉ ３⽉

新型コロナウイルス感染症関連の⼊院患者数の推移 陽性患者
疑い患者

応援⼈員確保のため
１病棟閉鎖

★
応援⼈員確保のため

２病棟閉鎖
★ 応援⼈員確保のため

１病棟閉鎖
★

⾃宅療養者への電話診察
によるステロイド処⽅の取組 職員ワクチン接種

（３回⽬）

職員ワクチン接種
（２回⽬）

★
中和抗体療法開始

★
経⼝抗ウイルス薬

投与開始
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（２）脳卒中・神経脊椎センター 

ア 新型コロナウイルス感染症患者の受入れ 

令和３年１月から、急性期病床（146 床）のうち１病棟

をコロナ専用病棟化し最大 20 床まで受入れを拡大、専門

病院としての診療機能を活かして認知症を有する患者や

疑い患者に至るまで幅広い患者を積極的に受け入れた結

果、受入患者数は 1,022 人（うち陽性患者数 343 人）と

前年度を大きく上回りました（前年度の受入患者数 309 人、うち陽性患者数 128 人）。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
特に第６波への対応では、令和４年１～３月の３か月で 508 人の患者（うち陽性患

者 109 人）を受け入れました。 

診療体制としては、呼吸器内科や感染症内科の常勤医がいない中、平日は内科系医

師を中心とした週替わりのチームが、休日・時間外は病棟当直医が、それぞれ患者の

受入れに対応しました。 

 

イ 専門医療の継続提供 

コロナ患者受入れの一方で、院内の感染対策を徹底することなどにより、脳卒中・

神経疾患・脊椎脊髄疾患・膝関節疾患・リハビリテーション等の専門病院としての機

能維持に努めました。 

その結果、救急車搬送件数（2,004 件）は昨年度よりも 241 件増加、病院全体の手

術件数（816 件）も 58 件増加しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｒ３年１月以降、 
１病棟を専用病棟化

（16～20 床） 

第４波 第５波 第６波 
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ウ 継続した患者受入れのための職員支援 

外来、救急外来、４階東病棟等、コロナ患者と対応する可能性の高い部署の職員を

中心に感染対策の徹底を図るとともに、感染管理認定看護師が現場からの感染対策に

関する疑問、質問に対応しました。 
新型コロナウイルスワクチンについては、令和４年２月までに職員、委託事業者及

び院外関係者のうち希望者に対し３回目の接種を実施しました。 
また、同居家族が陽性となった職員に対しては、職員宿舎の空き部屋を一時的な宿

泊所として活用するなど業務の継続性維持に努めました。 

 
（３）みなと赤十字病院 

ア 新型コロナウイルス感染症患者の受入れ 

神奈川モデル認定医療機関として病床確保フェーズに応じた確保病床数である、重

症 12 床、中等症 20 床、周産期１床を確保し、ＩＣＵ･ＨＣＵで重症患者、呼吸器内

科病棟（６Ｂ病棟）等で中等症患者合計 479 名を受け入れました。 

医師については、感染症専門医のフォローを受けながら、救急部、集中治療部、呼

吸器内科等の医師が診療を実施し、看護師については、感染管理認定看護師２名のフ

ォローを受けながら、ＩＣＵ病棟、６Ｂ病棟等の看護師が対応しました。 

第５波や第６波の新型コロナウイルス患者の拡大期は、横浜市内の救急車搬送困難

が続き、遠方からのコロナ以外の救急車受入れ要請が増加しましたが、断らない救急

を継続しながら、重症・中等症患者を積極的に受け入れました。 

また、第５波の時期において、コロナ病床が満床であっても、新型コロナウイルス

関連の搬送困難な救急患者のうち重症患者をトリアージして受け入れ、コロナ病床が

空くまで救急外来で治療を行いました。 
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イ 継続した患者受入れのための職員支援 

令和２年２月から院内のメンタルサポート体制を整備し、精神科医、公認心理師 

が面談による相談を受け付けています。また、日本赤十字社職員専用の外部相談窓口

（精神保健福祉士、臨床心理士等）による電話、面談による相談対応を引き続き実施

しております。新型コロナウイルス対応部署の職員や希望職員を対象にストレスチェ

ックも継続して実施しています。 
新型コロナウイルスワクチンについては、令和３年３月から自院の医療従事者等に

対する接種を計３回実施し、希望者に接種しました。 
 

ウ 「断らない救急」の継続 

当院の救命救急センターは、「断らない救急」を理念に掲げ、これはコロナ禍でも

継続されています。令和３年度、消防本部からの救急車受入要請 13,325 件に対し、

受入患者数は 12,076 名であり、多くの病院が実績を減らすコロナ禍において、依然

全国トップクラスの実績を維持しています。 
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【横浜市立病院経営評価委員会からの主な意見】 

 

市立３病院の新型コロナウイルス感染症対応 

 全体を通して 

・３病院とも新型コロナウイルス感染症に十分に対応されていると評価する。（複数ご

意見） 

・陽性患者の受入病床確保と医療従事者の配置見直しなど柔軟で積極的な対応は、地

域医療のリーディングホスピタルとしての役割を十分果たしているものと評価でき

る。 

・コロナ禍の影響を大きく受けながらも、各病院とも通常診療との両立に努め、高度

医療・専門医療・救急医療の水準を維持してきた点は高く評価できる。（複数ご意見） 

・第７波に対応するためのオペレーションや人員配置などの点検をお願いしたい。 

・今後も対応が続いていく中、患者の診療にあたる医療従事者に対するメンタルサポ

ートをはじめとする支援も重要であるため、継続して取組んでいただきたい。 

 市民病院 

・感染症指定医療機関として新型コロナウイルス陽性患者の重症化予防策に積極的に

取組み、また地域医療従事者を対象とした研修等を継続している点も評価できる。

今後も地域における感染症対応の向上のためにこれらの取組みを継続していただき

たい。 

・市内唯一の感染症指定医療機関としての役割を十分はたし、重症及び中等症の患者

に対応した。また軽症患者等に対する中和抗体療法や、保健所で整理した自宅療者

リストを踏まえ、医師による電話診療を行った上、必要に応じてステロイド処方箋

を発行し、調剤薬局から自宅へ屈けるといった取り組みで重症化予防を行ったこと

は評価される。 

・新型コロナウイルス感染症の感染拡大の中、新規入院患者数の増加、手術件数の増

加があり、高度急性期医療との両立に努力されたと思われる。 

 脳卒中・神経脊椎センター 

・専門病院としての機能を活かした認知症を有する陽性患者等の積極的な受け入れ

は、重症化しやすい高齢患者に対する重要な取組みとして評価できる。 

・呼吸器内科や感染症内科の常勤医がいない中、認知症を有する患者や疑い患者等幅

広い患者を受け入れたことは評価される。 

・新型コロナウイス感染患者受け入れのための専用病棟などの工夫により、受け入れ

患者数が増加する等の成果が見られた。脳卒中・脊椎脊髄疾患・膝関節疾患・リハ

ビリテーション等の専門病院の機能維持への取り組みの結果、救急車搬送件数・手

術件数の増加は評価できる結果である。 
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 【横浜市立病院経営評価委員会からの主な意見】 

 

市立３病院の新型コロナウイルス感染症対応 

 みなと赤十字病院 

・重症・中等症患者の積極的な受入れを行いながら、全国トップクラスの救急車搬送

による受入患者数を維持できていることは高く評価できる。 

・神奈川モデル認定医療機関として ICU· HCU で重症患者、呼吸器内科病棟等で中等症

患者を数多く受け入れたことは評価される。 

・第５波、第６波の時期において、コロナ病床が満床であっても、新型コロナウイル

ス関連の搬送困難な救急患者のうち重症患者をトリアージして受け入れ、コロナ病

床が空くまで救急外来で治療を行ったことは高く評価する。（複数ご意見） 

・消防本部からの救急車受入要請に対し、コロナ禍においても 12,000 名以上の患者を

受け入れ、「断らない救急」を継続したことも高く評価される。 
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２ 病院ごとの振り返り 

（１）市民病院 

ア 医療機能の充実 【主な取組及び自己評価】 

○ 総合的ながん医療の充実については、新型コロナウイ

ルス感染症患者に対応するための病床の確保、人員応援

に伴う一部の病棟閉鎖及び手術の予約枠の制限等を行っ

たことから、患者数が減少し、多くの項目で目標未達成

となりました。そのような状況下においても、悪性腫瘍

手術件数については、悪性腫瘍の患者さんを積極的に受

け入れ、前年度の実績を上回ることができました。 
また、先進的な治療の推進にあたり、ダヴィンチを使用したロボット支援手術につ

いては、泌尿器科及び産婦人科に加え、令和３年度から呼吸器外科及び消化器外科で

施行を開始し、全体で年間 300 件を超える手術を施行しました。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   がんゲノム医療の推進について、令和３年度は遺伝子パネル検査を 48 件実施しま

した。このうち 18 件は、８月に保険適用となった血液を検体とする遺伝子パネル検

査（FoundationOne Liquid CDx）となっています。検査件数は、平成 31 年４月１

日にがんゲノム医療連携病院の指定を受けてから累計で 113 件となりました。また、

遺伝子パネル検査により、がんの原因が遺伝による可能性があると判明した方をフ

ォローするため、遺伝カウンセリングの診療体制を整備しました。 

 
○ 心血管疾患、脳卒中医療の充実については、新型コロナウイルス感染症の重症・

中等症患者を積極的に受け入れたことから、ICU の満床状態が続くなど、十分に患

者を受け入れることができない時期があり、目標未達成となりました。一方で、「心

臓血管ホットライン」及び「脳卒中ホットライン」による地域医療機関からの緊急

受入要請については、高度な治療が必要な患者を積極的に受け入れ、ホットライン

による受入患者数は前年度の実績を上回ることができました。 

 
○ 救急車搬送受入件数については、新型コロナウイルス感染症の影響により、一部

の病棟閉鎖や院内感染症対策を徹底することで、すべての病床が利用できる状況に

なかったものの、前年度の実績を上回ることができました。 

ロボット支援手術 

0
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ダヴィンチを使⽤したロボット⽀援⼿術件数の推移
泌尿器科 産婦⼈科 呼吸器外科 消化器外科

導⼊
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４診療科
対応開始

★

累積
100件施⾏
★

累積
300件施⾏

★

累積
200件施⾏

★
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○ 感染症対策訓練については、十分な感染対策を行いつつ、横浜検疫所と連携した訓

練や地域医療機関との連携カンファレンスを行いました。 
カンファレンスについては、地域医療機関のニーズも踏まえた上で、テーマは新型

コロナウイルス感染症関連を中心に行いました。 

 
○ 認知症対策については、新型コロナウイルス感染症の影響を受けたものの、認知症

ケア加算算定件数の目標は達成しました。また、引き続き、認知症症状・せん妄の早

期発見・介入を強化し、質の向上を図るため、身体抑制率を低下させるなどの対応を

行いました。 

 
○ 人間ドックについては、令和３年度は、９月

からフレイルロコモ骨粗鬆症検診を開始し、３

月末に脳ドックのオプションとして認知症検

診を追加しました。新型コロナウイルス感染症

の影響が続いており、キャンセル件数が増える

傾向にあったものの、前年度と比較して受診者

数が増加しています。 

 
○ 国際化対応については、令和３年４月に国際

医療支援室を設置し、専従職員を１名配置しま

した。同支援室が中心となって、関係各部門と

の調整や院内文書の多言語化等に対応し、６月

の訪問審査を経て、９月に JMIP の認証を取得

しました。 
認証取得後は、外国人患者さんのサポートが

できるよう 10 月から院内通訳サポーターを試

行導入し、看護師４名及び事務職２名の計６名

が就任するなど、国際化をより一層推進しまし

た。 

 

フレイルロコモ骨粗鬆症検診で 
提供するヘルシーランチ 

日本語・英語を併記したサイン計画 
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基本
目標

具体的な
目標 達成項目

２年度
実績

３年度
目標

３年度
実績

自己
評価

悪性腫瘍手術件数 1,015件 1,410件 1,131件 Ｃ

がんに係る（外来・入院）
化学療法延件数

外：5,268件
入：1,645人

外：8,500件
入：2,000人

外：5,730件
入：1,667人

Ｃ

就労支援件数 172件 300件 111件 Ｃ

がんゲノム医療の推進

・体制強化：コーディ
ネーターの資格取得

（６人）
・遺伝子パネル検査

（40件）

遺伝子パネル検査実施
遺伝子パネル検査実施

（48件）
Ａ

人工心肺を用いた手術件数 18件 50件 32件 Ｃ

経皮的冠動脈形成術件数 270件 380件 250件 Ｃ

脳血管内治療実施件数 118件 140件 105件 Ｃ

救急医療
の強化

救急車搬送受入件数 4,710件 6,550件 5,735件 Ｃ

周産期セ
ンターの
機能強化

ＮＩＣＵ新規入院患者数 217人 240人 338人 Ａ

感染症指
定医療機
関として
の役割

研修及び地域医療機関との
カンファレンス回数
※２年度までは一類／二類感
染症対策訓練の実施

１回 ５回 ５回 Ｂ

災害拠点
病院とし
ての役割

総合防災訓練の実施 実施 実施
11/27
実施

Ｂ

認知症対
策の推進

認知症ケア加算算定件数 47,538件 29,000件 41,683件 Ａ

人間ドック受診者数
※フレイルロコモ骨粗鬆症検診等
を含む

167人 2,000人 272人 Ｃ

国際化対応

・文書の多言語化、外
国語HPの拡大、外国人
受入マニュアル整備、
国際化対応の組織体制
計画

・国際化対応部署設
置、人員体制の整備
・JMIP受審

・国際医療支援室設置
（４月）
・オリンピック・パラ
リンピック対応（7月～
９月）
・タブレット通訳の導
入（８月）
・JMIP認証（９月）
・院内通訳サポーター
の試行導入（10月）

Ａ

医療安全
への取組
強化

インシデント報告件数 3,853件 3,700件 3,654件 Ｂ

医
療
機
能
の
充
実

総合的な
がん医療
の充実

心血管疾
患、脳卒
中医療の
充実

新しい
ニーズに
対応した
医療

＜主な目標と実績＞ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
＊自己点検・評価の基準 

Ａ：年度目標を大幅に上回る成果あり又は当初のスケジュールを大幅に短縮して実現 
Ｂ：年度目標を概ね達成（件数等は５％の範囲内） 
Ｃ：年度目標を達成できず又は当初のスケジュールから遅れ 
Ｄ：年度目標を大幅に下回る又は当初のスケジュールから大幅に遅延 
－：新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた市の施策や学会方針等により取組が実行できなかった 
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【横浜市立病院経営評価委員会からの主な意見】 

市民病院 《医療機能の充実の視点》 

 新型コロナウイルス感染症の影響により患者数が減少し、多くの項目で目標未達成

とあるが、総合的ながん医療の充実・心血管疾患、脳卒中医療の充実・救急車搬送

受け入れ件数などについては、結果的に前年度を上回る実績を残されたことは評価

できると思われる。

 新型コロナウイルス感染症患者受け入れの中、がん医療についてはゲノム医療の推

進や、手術件数の増加、ロボット支援手術を泌尿器科及び産婦人科に加え呼吸器科

及び消化器外科への拡大など、取り組みの成果が伝わってきた。今後も着実な推進

を期待している。（複数ご意見）

 ロボット支援手術年 300 件実施は、各分野における手術方法の進展にプラスになる

成果として評価する。

 救急車搬送受入件数が前年度の実績を上回った事や、認知症ケア加算算定件数が目

標を達成したことは評価される。

 認知症ケアについて非常に積極的に取り組まれているように思う。目標値を大幅に

改善できた要因について振り返り、今後につなげて頂きたい。

 認知症ケア加算算定件数は目標を上回ったものの、前年度よりは減少している。コ

ロナ禍でやむを得なかった側面もあるかもしれないが、入院患者の高齢化を踏まえ、

一層の充実に期待する。 

 実績向上にも関わらず低い自己評価の項目も見られる。目標設定が高すぎるのか。

目標設定や評価を適正化することも必要と思われる。
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イ 地域医療全体への貢献 【主な取組及び自己評価】  

 
○ 紹介率や逆紹介率については、目標は達成できなかったものの、神奈川区、西区、

港北区の訪問強化地域に加え、市民病院への紹介患者数が多い医療機関や新規開設医

療機関等の合計 438 施設の地域医療機関を訪問し、初診紹介患者数及び逆紹介患者数

は、前年度の実績を上回ることができました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ PFM の推進については、入退院支援職員と入退院支援リンクナースを中心とした各部

署の看護師が共働し、病棟や診療科の特性を踏まえた入退院支援に取り組み、入退院

支援加算等は目標を大きく上回ることができました。 

また、感染防止にあたり、地域関係機関の来院が難しい状況を踏まえ、オンライン

形式によるカンファレンスを導入し、退院時共同指導料や介護支援等連携指導料の算

定件数は前年度の実績を上回ることができました。 

 

 ○ ICT の活用については、横浜市民病院ネットを登録医向け電子カルテ閲覧サービス

に位置付け、地域医療機関訪問時での案内や合計５回オンライン説明会を開催し、参

加医療機関数は 32 医療機関となりました。 

 

○ 地域医療機関向け研修については、新型

コロナウイルス感染症の影響により、体験型

の BLS 研修が開催できなかったため、目標未

達成となりましたが、オンライン形式による

フットケア研修会、浮腫の鑑別方法、身体所

見と鑑別、高齢者の機能評価等の研修を新た

に実施しました。 

 

 

 

 

オンラインによる研修会・連絡会議 
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基本
目標

具体的な
目標 達成項目

２年度
実績

３年度
目標

３年度
実績

自己
評価

紹介率 73.1% 77.0% 71.4% Ｃ

逆紹介率 94.0% 110.0% 94.3% Ｃ

外来初診率 7.6% 9.5% 8.6% Ｃ

ＰＦＭの推進
(1)入退院支援加算１
(2)入院時支援加算
(3)退院時共同指導料２
(4)介護支援等連携指導料
(5)退院前・退院後訪問指
導料

(1)9,324件
(2)5,336件
(3)126件
(4)164件
(5)18件

(1)5,400件
(2)1,600件
(3)168件
(4)288件
(5)24件

(1)12,361件
(2)6,605件
(3)134件
(4)182件
(5)15件

Ｂ

ＩＣＴの活用（時系列
ビュー参加医療機関数）

９医療機関 30医療機関 32医療機関 Ａ

職員の講師派遣件数 360件 520件 483件 Ｃ

地域医療機関向研修回数 20回 36回 24回 Ｃ

臨床実習生受入件数 281人 570件 621件 Ａ

臨床研修医採用試験受験者
数

113人 110人以上 151人 Ａ

周術期口腔ケアの推進（地
域医療機関への逆紹介件
数）

546件 1,600件 1,189件 Ｃ

地域包括
ケアシス
テムの構
築支援地

域
医
療
全
体
へ
の
貢
献

地域医療
の質向上
に向けた
役割

○ 臨床研修医採用試験受験者数については、オ

ンラインでの就職説明会への参加や病院説明

会を開催し、目標を達成することができました。

コロナ禍でも積極的に採用活動を行ったこと

により、臨床研修マッチング結果が全国第２位

（市中病院）となりました。 

＜主な目標と実績＞ 

初期研修医オリエンテーション
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【横浜市立病院経営評価委員会からの主な意見】 

 

市民病院 《地域医療全体への貢献の視点》 
 

 心臓血管ホットライン、脳卒中ホットラインによる地域医療機関からの緊急受け入

れ要請数の増加、救急車受け入れ件数の増加の取り組みは評価できる。 

 コロナ禍においてはよく貢献したと思われる。 

 臨床研修医採用試験受験者数、臨床研修マッチング数はいずれも立派な数値を残せ

たと評価する。 

 PFM の推進など入退院支援の取組が、入退院支援加算など医業収益の増加に貢献し

た点は評価できる。（複数ご意見） 

 今後も対面だけではなくオンライン形式でのカンファレンスや研修も有効に活用し

て、地域医療機関との連携強化を積極的に進めるなど、ICT の活用を引き続き推進

して欲しい。 

 紹介率や逆紹介率については、目標達成はできなかったものの、地域医療機関を訪

問するなどで前年度実績を上回ったことは評価できる。 

 紹介率・逆紹介率の達成率が低い状況だが、コロナ禍で実際にできたこととできな

かったことがあると思われる。一方で、今後の病院運営において紹介率・逆紹介率

はとても大事な点になる。前年度の成果は目標値との乖離からではなく、できなか

ったことを振り返り、今後につなげて頂きたい。 

 ICT 活用を引き続き推進して欲しい。 
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基本
目標

具体的な
目標 達成項目

２年度
実績

３年度
目標

３年度
実績

自己
評価

医業収益 23,031百万円 23,886百万円 26,863百万円 Ａ

新規入院患者数 16,085人 19,800人 17,929人 Ｃ

新規外来患者数 22,469人 30,200人 28,394人 Ｃ

手術件数 5,689件 7,200件 6,579件 Ｃ

医業収支比率 88.5% 90.8% 95.5% Ａ

経常収支 ▲185百万円 ▲176百万円 1,872百万円 Ａ

入院患者満足度 89.5% 90.8% 86.5% Ｂ

外来患者満足度 78.8% 82.0% 79.2% Ｂ

職員満足度 39.0% 36.1% 40.7% Ａ

正規雇用看護職員の離職率 5.7% 10%未満 6.3% Ａ

経
営
力
の
強
化

収益確保

経費節減

患者満足
度の向上

職員満足
度の向上

ウ 経営力の強化 【主な取組及び自己評価】 

 
○ 診療科及び病院全体が一丸となって、新型コロナウイルス感染症医療と高度急性期

医療を両立したことにより、医業収益は前年度を約 38 億円上回り、目標を達成しまし

た。その診療実績が評価され、令和４年度以降も厚生労働省が大学病院本院に準じた

診療密度と一定の機能を有する病院として指定する DPC 特定病院群となりました（３

期連続指定）。また、新型コロナウイルス感染症の重症・中等症患者受入のための病床

確保や人員応援のための一部の病棟閉鎖等にかかる補助金の受入れ等もあり、開院２

年目で経常黒字を達成しました。 

 

○ 患者満足度について、総合評価は、前年度と比較して、入院は 3.0 ポイント下回り、

外来は 0.4 ポイント上回る結果となりました。施設面、接遇面及び診療面での満足度

は、入院・外来共に新病院移転を行った前年度に引き続き向上しました。 

 

○ 職員満足度について、総合評価は、前年度と比較して 1.7 ポイント上回り、目標を

達成しました。内容としては、勤務条件、学習及び成長等に改善が見られました。 

 

○ 看護職員の離職率については、PNS（パートナーシップ・ナーシング・システム）の

推進や新卒看護師への面談の実施等により、目標を達成しました。 

 

＜主な目標と実績＞ 
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【横浜市立病院経営評価委員会からの主な意見】 

市民病院 《経営力の強化の視点》 

 通常診療が制限される中での経営実績においても、前年度を上回る成果が見込まれ、

新型コロナウイルス感染症対応と通常における医療提供体制の両立が病院職員一丸

となって成し遂げられたことは大いに評価したい。

 ３期連続 DPC 特定病院群指定は素晴らしい。

 経費削減・患者満足度の向上、職員満足度の向上は評価できる。

 職員満足度調査結果の上昇は、PNS の推進、新卒者の面談の実施により目標達成と

なり、評価できる。

 経営力については、補助金の受け入れも含め黒字となり、取り組みの成果である。

 コロナ禍でありながら医業収益の改善がみられ、補助金もあって経常収支が大きく

黒字化していることは評価できる。

 新型コロナウイルス感染症患者の受入のための病床確保等にかかる補助金の受入れ

が、経常黒字の要因になっているのではと思われる。

 多くの急性期病院がこの年度は黒字になったが、理由は総額 16 兆円に上る補助金で

ある。つまりルーティンの経営力強化の成果とは別の評価をすべきと考える。

 コロナ収束後の対応について検討し、補助金頼みにならない経営体質への改革が求

められる。
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（２）脳卒中・神経脊椎センター 

ア 医療機能の充実 【主な取組及び自己評価】 

 
 ○ 救急搬送受入件数については、新型コロナウイルス感染症の影響が断続的に発生

する中、救急隊勉強会をｅラーニング形式で実施するなど救急隊との関係強化に努

めたほか、発熱患者あるいは新型コロナウイルス感染症疑い患者も積極的に受け入

れ「断らない救急」を徹底した結果、2,004 件（対前年度比＋13.7％）となり、目標

値を上回りました。 

 

 ○ 新型コロナウイルス感染症患者への対応において脳神経内科が中心的役割を果た

す一方で、通常診療においても広報誌「YBSC NEWS LETTER」の配付、救急隊及び近

隣病院・診療所への訪問、病院ホームページの充実といった方法で重点的な広報活

動を行った結果、脳血管疾患入院患者数については、目標値と同水準の 1,003人（対

前年度比＋8.4％）を維持しました。また、脳血管内治療実施件数については前年度

と同数の 101件、うち血栓回収療法実施件数は目標値を上回る 53件（対前年度比＋

26.2％）でした。 

 

 

  ○ 整形外科新規外来患者数及び手術件数については、広報誌「YBSC NEWS LETTER」

の配付、救急隊への訪問等によって四肢外傷・脊椎脊髄ホットラインの周知を図る

といった取組等により、患者数 1,284人（対前年度比＋11.0％）、手術件数 537件（対

前年度比＋4.1％）でいずれも目標値を上回りました。 

 

 〇 回復期リハビリテーション病棟の１日あたり入院患者数については、整形外科領

域の患者をも積極的に受け入れることで入院患者数の確保に努めましたが、新型コ

ロナウイルス感染症の影響等もあり、前年度とほぼ同水準の 88.0人でした。 
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基本
目標

具体的な
目標

達成項目
２年度
実績

３年度
目標

３年度
実績

自己
評価

救急医療
の強化

救急車搬送受入件数 1,763件 1,810件 2,004件 Ａ

脳血管疾患入院患者数 925人 1,000人 1,003人 Ｂ

脳血管内治療実施件数 101件 130件 101件 Ｃ

うち 血栓回収療法実施件
数

42件 45件 53件 Ａ

脳ドック受診者数 247人 250人 179人 Ｃ

神経疾患
医療の充
実

神経内科で診療した難病患
者数

145人 160人 141人 Ｃ

整形外科新規外来患者数
※３年度から診療科（脊椎脊
髄外科、膝関節疾患セン
ター)を統合

1,157人 1,200人 1,284人 Ａ

整形外科手術件数
※３年度から診療科（脊椎脊
髄外科、膝関節疾患セン
ター)を統合

516件 500件 537件 Ａ

もの忘れ外来受診者数 722人 685人 781人 Ａ

回復期リハビリテーション
病棟の1日あたり入院患者
数

87.4人 100人 88.0人 Ｃ

回リハ病棟におけるアウト
カム評価（実績指数）

52.2 43.0以上 53.4 Ａ

臨床研究
の推進

新規の臨床研究・治験件数 18件 30件 28件 Ｃ

医療安全
への取組
強化

インシデント報告件数 1,760件 1,540件 1,805件 Ａ

医
療
機
能
の
充
実

整形外科
疾患医療
の充実
（ロコモ
やフレイ
ルへの対
応）

リハビリ
テーショ
ン医療の
充実

脳卒中医
療の充実

＜主な目標と実績＞ 
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【横浜市立病院経営評価委員会からの主な意見】 

 

 脳卒中・神経脊椎センター 《医療機能の充実の視点》 
 

 救急搬送受け入れ件数・血栓回収療法実施件数・整形外科新規外来患者数及び手術

件数については、救急隊・関係機関等に対する広報活動の強化により、いずれも目

標値を上回る成果を上げている点は高く評価したい。 

 新型コロナウイルス感染症の影響がある中、救急搬送受入を積極的に行うとともに、

脳卒中医療の充実や、整形外科疾患医療の充実において重点的な PR活動等により目

標値を上回る項目もみられている。今後も継続していただきたい。 

 救急搬送受け入れ数の増加、整形外科新規患者数、手術件数、もの忘れ外来受診者

数が目標を達成しており、取り組みの成果が見られた。 

 救急患者の受け入れ増加、コロナ患者への積極的な受け入れ、入院患者数の増加、

手術件数の増加などが評価できる。 

 救急搬送受け入れ件数が目標数を上回ったことは評価できる。 

 「断らない救急」は、真の急性期病院にとってマストの対応に他ならない。この側

面の進展を大いに評価する。 

 コロナ患者の受入について尽力されたことが伝わった。とても素晴らしかった。指

標として表出しないことが少し残念。 

 目標が未達の項目については、コロナ患者受入のために目標値に届かなかったこと、

また普段の診療プロセスの結果として届かなかったことの 2 点が要因としてあると

思われる。それぞれの要因がどの程度未達に寄与したのかについて整理すると良い。 

 整形外科疾患医療については一層の充実に期待する。 

 回復期リハビリテーション病棟の１日当たり入院患者数を増やすには、病病連携が

重要で、他病院の地域連携室（窓口）と緊密な関係を作る必要があると思われる。 

 収益事業である脳ドック受診者数が大きく落ち込んでいるのは、コロナ禍だけによ

るのか、検討を要する。 

 インシデントの報告件数が増加しているが、その後の対応が重要であり、引き続き

医療安全の取り組み強化に努めていただきたい。 
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基本
目標

具体的な
目標

達成項目
２年度
実績

３年度
目標

３年度
実績

自己
評価

地域医療機関からのサブア
キュート入院件数

141件 145件 144件 Ｂ

急性期病院等からのポスト
アキュート入院件数

122件 80件 137件 Ａ

予定入院患者の入院前面談
の対象患者拡大

　　全診療科で実施
（転入院が主となるリ
ハ科を除く）

順次拡大
　　全診療科で実施
（転入院が主となるリハ
科を除く）

Ｂ

地域医療機関等との勉強会
開催件数・参加者数

2件・53人 3件・70人 6件・319人 Ａ

医療知識普及啓発の市民講
演会開催
※３年度は医療知識の普及啓
発

0件・0人 ホームページの充実 ホームページの充実 Ｂ

講師派遣件数・参加者数 3件・68人 3件・70人 1件・41人 -

臨床実習生受入件数 113件 150件 298件 Ａ

医療従事者養成機関等への
講師派遣

74件 100件 91件 Ｃ

地
域
医
療
全
体
へ
の
貢
献

専門領域
における
地域包括
ケアシス
テムへの
支援の充
実

地域医
療・介護
人材の育
成

イ 地域医療全体への貢献【主な取組及び自己評価】 

 
 〇 区医師会、地域医療機関、在宅事業者、訪問看護ステーション、リハビリステーシ

ョン、地域ケアプラザ等との連携を強化するため、Web による症例検討会・勉強会を

実施するとともに、地域医療機関や介護事業者等に向けた広報チラシ「地域包括ケア

病棟のご案内」を作成し、これらを訪問する際に配付する等の広報活動に努めました。

その結果、地域医療機関からのサブアキュート入院件数は目標値とほぼ同水準の 144

件（対前年度比＋2.1％）、急性期病院等からのポストアキュート入院件数は目標値を

上回る 137件（対前年度比＋12.3％）でした。 

 
 〇 地域医療・介護人材の育成及び医療知識の普及啓発については、新型コロナウイル

ス感染症の影響を踏まえ、症例検討会・勉強会については Web を活用して開催すると

ともに、市民講演会の開催は見送り、代わりに脳卒中に関するリーフレットを 18 区役

所及び近隣の地域ケアプラザに配付するといった対応を行うことで市民啓発活動に努

めました。また、感染予防の徹底を前提とした上で可能な限り臨床実習生を受け入れ、

あるいは医療従事者養成機関等に対する医療スタッフの派遣を行いました。 
 
 
＜主な目標と実績＞ 
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【横浜市立病院経営評価委員会からの主な意見】 

 

 脳卒中・神経脊椎センター 《地域医療全体への貢献の視点》 

 

 医師会をはじめとする地域の医療施設との連携強化や広報活動により、サブアキュ

ート、ポストアキュートの入院患者の増加は評価できる。（複数ご意見） 

 コロナ禍でもあり、今後も地域医療機関、介護事業者等と Web での症例検討・勉強

会を開催し、連携強化を積極的に進めていただきたい。（複数ご意見） 

 医療機能の充実や地域医療全体への貢献のために、今後はコロナ患者への対応を含

めて他の病院との連携が必要になると思うが、少しずつ検討してはどうか。 

 令和元年度の実績に比べてかなり改善したのではないか。改善した内容や取組があ

ればさらに紹介されても良いのでは。 
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ウ 経営力の強化 【主な取組及び自己評価】 
 
 〇 公立病院として、新型コロナウイルス感染症への対応と通常診療との両立が求めら

れる中、新型コロナウイルス感染症への対応については、令和３年１月から１病棟を

専用病棟化し、脳神経の専門病院としての診療機能も活かして認知症を有する患者や

疑い患者に至るまで幅広い患者を積極的に受け入れた結果、令和３年度の受入患者数

は 1,022人（うち陽性患者 343人）と前年度を大きく上回りました。 

 

〇 通常診療においても、脳血管疾患に対しては 24時間 365日、ｔ－ＰＡ療法や血栓回

収療法、必要に応じて外科手術にも迅速に対応できる体制で「断らない救急」を徹底

し積極的に救急患者を受け入れました。また、神経疾患、脊椎・脊髄、膝関節の各診

療領域においてもそれぞれ新規入院患者の受入れに努めたほか、心臓リハビリテーシ

ョンにも診療領域を拡大することで専門病院としての医療機能のさらなる充実を図り

ました。 

 

〇 このような取組の結果、新入院患者数は 2,863人（対前年度比＋15.7％）、手術件数

は 816件（対前年度＋7.7％）となり、医業収益は、前年度と比較して３億 6,217万円

（＋6.5％）の増収となる 59億 1,312万円を計上しました。 
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基本
目標

具体的な
目標

達成項目
２年度
実績

３年度
目標

３年度
実績

自己
評価

医業収益 5,551百万円 5,906百万円 5,913百万円 Ｂ

新規入院患者数 2,475人 2,916人 2,863人 Ｂ

新規外来患者数 4,436人 4,500人 4,774人 Ａ

手術件数 758件 820件 816件 Ｂ

医業収支比率（老健分償却
費含む）

71.8% 73.6% 73.6% Ｂ

経常収支 180百万円 47百万円 892百万円 Ａ

入院患者満足度 95.7% 90.0% 84.0% Ｃ

外来患者満足度 90.2% 90.0% 78.7% Ｃ

職員満足度 54.1% 60.0% 54.1% Ｃ

正規雇用看護職員の離職率 5.7% 10%未満 7.2% Ａ

経
営
力
の
強
化

収益確保

患者満足
度の向上

職員満足
度の向上

経費削減

〇 収益面では、医業収益のほか、新型コロナウイルス感染症患者受入れに伴う補助金

等も５億 2,243 万円増加しました。一方、費用面では給与費、材料費、経費等の医業

費用が、新型コロナウイルス感染症対応に要したものも含め２億 6,947 万円増加しま

した。その結果、最終的には８億 9,223 万円の経常利益を計上、前年度に引き続き黒

字を確保しました。 

 

 ○ 患者満足度については、質問項目及び回答選択肢の見直しを実施したため、単純に

は比較できませんが入院・外来とも目標値を下回り、それぞれ 84.0％（対前年度△11.7

ポイント）、78.7％（対前年度△11.5ポイント）となりました。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【参考】令和３年度の満足度調査について 

満足度調査については、他の医療機関も含めたベンチマーク分析を容易なものとするため、令和３

年度から公益財団法人日本医療機能評価機構が実施している調査の項目を採用して実施しています。

そのため、従来の目標及び実績と単純に比較し評価することが難しい面があります。 
 

＜主な目標と実績＞ 
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【横浜市立病院経営評価委員会からの主な意見】 

 

 脳卒中・神経脊椎センター 《経営力の強化の視点》 

 

 脳血管疾患に対する 24時間 365日「断らない救急」を徹底したことは、改めてすば

らしい救急受け入れ体制であると高く評価したい。 

 医業収益が、前年度比大幅な増加となるなど、積極的な取り組み姿勢を評価したい。 

 新規患者と手術件数増は大いに評価する。 

 公立病院として、新型コロナウイルス感染症への対応と通常診療との両立に挑み、

前年度を上回る受入入院患者数の実績は評価したい。 

 新型コロナウイルス感染症への対応で、受け入れ患者数が増加し、医業収益は大き

く増収となった。新型コロナウイルス感染症患者受け入れに伴う補助金も大きく黒

字に影響している。 

 目標値まであと一歩だと思われる。これまでの実績と比べると非常に良い成果が上

がっているのでは。 

 コロナ患者を含めた入院患者の増加、手術件数の増加などにより、収支が改善して

いる点は評価できる。補助金収入に助けられている点もあるが、本業での収支も改

善していることを確認すること。 

 多くの急性期病院が令和３年度は黒字になったが、理由は総額 16兆円に上る補助金

である。つまりルーティンの経営力強化の成果とは別の評価をすべきと考える。 
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Ⅰ 横浜市立みなと赤十字病院の指定管理業務実施状況についての振り返り 

令和３年度横浜市立みなと赤十字病院の指定管理業務実施状況の点検･評価結果 

 

１ 全体評価 

 

日本赤十字社が指定管理者として運営する横浜市立みなと赤十字病院は、平成 17年４

月に市立病院として開院して以降、「横浜市立みなと赤十字病院の指定管理者による管理

に関する基本協定」に基づいて、「救急」「アレルギー疾患」「精神科救急」をはじめとす

る政策的医療の提供や地域医療全体の質向上に向けた先導的な役割に加え、病院独自に

も「がんセンター」によるがん診療体制の充実などを行っています。 

 

横浜市では毎年、基本協定及び基準書等に基づいて、指定管理業務の遂行状況につい

て点検・評価を実施しています。令和３年度は、新型コロナウイルス感染症の影響に伴

う緩和ケア医療に関する１項目を除く 128 項目について、基本協定及び基準書等に基づ

いて適切に指定管理業務が実施されていました。 

 

政策的医療の実施については、市立病院として新型コロナウイルス感染症に積極的に

対応するとともに、救急医療において、前年度に引き続き全国トップクラスの救急車搬

送による受入患者数を維持しています。アレルギー疾患医療においては、引き続き保育

士や学校等の職員を対象とした食物アレルギーに関する研修会を開催しました。 

 

指定管理者独自の取組としては、令和２年に取得したＪＭＩＰ（外国人患者受入れ医

療機関認証制度）認証の知見を活かし、東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大

会時の大会関係者受入を行いました。 

 

地域医療全体の質の向上に向けた取組については、新型コロナウイルス感染症の影響

で紹介・逆紹介件数は前年度から横ばいとなったものの、地域医療機関との連携をより

強化し、紹介率・逆紹介率は向上しました。さらに、オンラインでの地域医療機関向けの

研修を開催し、コロナ禍における地域医療の充実に向けた取組を進めています。 

医療における安全管理では、新型コロナウイルス感染症対策のマニュアルの随時更新

や定期的な院内巡視、安全管理マニュアルの改訂、職種別の安全研修会などを行いまし

た。 

 

経営面では、新型コロナウイルス感染症の影響により患者数が減少しましたが、新型

コロナウイルス感染症患者の積極的な受け入れや、コロナ患者受け入れのための病床確

保を行ったことによる、県の緊急包括支援交付金等のコロナ補助金の受領により、令和

３年度経常収支は２６．６億円の黒字となりました。今後も質の高い医療の提供を続け

るためには、一層の経営努力により経営基盤を安定させることが必要です。そのうえで、

市立病院が、相互に積極的な連携を図り、地域医療全体への貢献に向けた先導的な役割

を果たし、市立病院のプレゼンスを発揮することができるよう、引き続き取組を進めて

まいります。 
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２ 項目別評価 

 

（１）診療に関する取組（基本協定第 13条） 

基本協定に定める診療科目を含む 36診療科を設置・運営し、入院延べ患者数

161,686人（１日平均 443人）、外来延べ患者数 266,752人（１日平均 1,102人）の実

績をあげました。 

 

【主な取組状況】 

○新型コロナウイルス感染症対応と、一般の患者の受け入れを両立し、救急患者の

受け入れについても積極的に行いました。 

○患者の入院生活への不安解消や、早期退院を目的に「入退院支援センター」を設

置し、全予約入院患者を対象に看護師、薬剤師、事務員からの説明や確認等を  

行っています。 

○外来診療体制について、最初から専門科の診療が受けられるよう 36科による診療

を行うとともに、医療需要に応じた専門外来にも取り組んでいます。 

                  

【評 価】 

基本協定第 13条に基づく診療に関する取組については、規定どおりに実施してい

ると認めます。 

 

 

 

（２）検診に関する取組（基本協定第 14条） 

横浜市から受託した「がん検診」や「健康診査等の検診」については、9,269件で  

した。 

【主な取組状況】 

○横浜市から受託したがん検診に加え、臓器に特化した脳ドックや大腸ドック、レ

ディースドックなど一人ひとりのニーズに合わせた「オーダーメイドヘルスチェ

ック」を実施しています。 

○また、受診者の利便性に配慮してインターネット予約のコースを拡大し、全ての

人間ドックコースと、横浜市国保特定健診、横浜市がん検診などもネット予約が

可能となりました。 

【がん検診・健康診査等の件数：9,269人（前年比 1,455人）】 

【人間ドック受診者数：2,332人（前年比 307人）】 

 

  【評 価】 

    基本協定第 14条に基づく検診に関する取組については、規定どおりに実施してい

ると認めます。 
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（３）政策的医療に関する取組（基本協定第 15条）

「断らない救急」を基本とした積極的な救急医療への取組をはじめ、アレルギー

疾患や精神科救急などの政策的医療を継続的かつ着実に提供しています。

【主な取組状況】 

○24時間 365日の救急医療

救命救急センターとして患者を受け入れており、令和３年度の救急車搬送受入

患者数は前年度から大きく増加し、引き続き全国トップクラスの実績を維持して

います。 

また、全国救命救急センター充実段階評価において、４年連続で最上位のＳ評

価を受けています。 

【救急患者数：17,935人（前年比 1,897人）】 

【救急車搬送受入数：12,076人（前年比 1,534件）】 

【救急車受入率：90.6%（前年比 ▲7.4%）】 

○小児救急医療

横浜市小児救急拠点病院として 24 時間 365 日の二次小児救急医療を提供しま

した。 

【小児救急受入患者数：1,353人（前年比 421人）】 

○二次救急医療

横浜市二次救急医療体制に参加するとともに、横浜市疾患別救急医療体制に協

力しています。 

【二次救急取扱患者数：5,138人（前年比 351人）】 

○周産期救急医療

18 年 4 月から神奈川県周産期救急医療システムの協力病院として参加し、24

年 7 月から地域周産期母子医療センターに認定されるなど、周産期における妊

娠・出産から新生児に至る総合的な診療の充実を図っています。 

【周産期救急（母体搬送及び新生児搬送）受入患者数：10人（前年比▲４人)】 

○精神科救急医療

神奈川県、横浜市、川崎市、相模原市の４県市協力体制で実施している神奈川

県精神科救急医療システムの基幹病院として、家族からの相談等に対応する二次

救急医療及び警察官通報による三次救急医療を実施しました。 

【受入患者数：33人（前年比▲４人）】 

○精神科合併症医療

神奈川県内の精神病院等に入院する身体合併症患者を本市の要請に基づいて

受け入れました。 

【受入患者数：66人（前年比 ２人）】 

○緩和ケア医療

新型コロナウイルス感染症に対応する医療従事者確保のため、令和３年１月か

ら緩和ケア病棟 25 床を休床としていますが、専門外来は継続するとともに、一

般病棟において緩和ケア内科医師、緩和ケアチーム等による緩和ケア医療を行っ

ています。 
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【入院患者実人数：５人（前年比 ▲126人）】 

【緩和ケアチームへの新規依頼件数：141件（前年比 13件）】 

    

 ○アレルギー疾患医療 

呼吸器内科・耳鼻咽喉科などの関連診療科（７科）が連携して横断的な診療を 

提供しました。平成 30 年 10月から神奈川県アレルギー疾患医療拠点病院に選定

されています。 

アレルギー専門小児科医師４名とともに、保育所、幼稚園、学校などの職員等

を対象とした食物アレルギーに関する研修会を 63 回行いました。新型コロナウ

イルス感染症の影響に鑑み、リモートを中心として研修会や講演会を実施すると

ともに、患者向け教室や、市民への相談・情報提供、啓発活動についてはこれま

で同様に実施しました。 

【外来患者延べ人数：20,128人（前年比 ▲1,472人）】 

【食物アレルギーに関する研修会：63回（前年比 42回）】 

     

○障害児（者）合併症医療 

身体及び知的障害を併せもつ重度障害児（者）が適切な医療を受けられる体制

を整えるとともに、横浜市重症心身障害児者メディカルショートステイシステム

の協力病院として、患者の受入れを行いました。 

【入院患者延べ人数：37人（前年比 ▲14人）】 

【入院患者実人数：４人（前年比 0人）】 

  ○災害時医療 

令和２年４月から、横浜市新型コロナウイルス対策医療調整本部（Y-CERT）へ

横浜市災害医療アドバイザー１名を随時派遣しています。横浜市内の救急・事故

事案へ横浜救急医療チーム（YMAT）が５件出動しています。 

 

○市民の健康危機への対応 

  新型コロナウイルス感染症の市内流行状況に合わせて最大ＩＣＵ・ＨＣＵで12 

床、６Ｂ病棟で 20 床（疑似症含め 49 床）、周産期病床を１床確保し、新型コロ

ナ感染症患者の受け入れを行いました。 

 

 

【評 価】 

基本協定第 15 条に基づく政策的医療については、新型コロナウイルス感染症の患

者や救急車の受入れなどに積極的に対応しました。緩和ケア医療については新型コロ

ナウイルス感染症への対応に伴い緩和ケア病棟を休床していますが、一般病棟におい

て緩和ケア医療を実施しています。 

 

（４）地域医療全体の質の向上に向けた役割に関する取組（基本協定第 16条） 

【主な取組状況】 

○重篤な状態の患者に対する体制 

令和４年３月に安全管理マニュアルを改訂しました。 
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○インシデント報告

インシデント報告の件数は前年度より増加しました。引き続き職種別の安全

研修会を実施したほか、患者の転倒・転落に関するリーフレットを改定すると

ともに、入院患者に配布する取り組みを開始しました。 

  【件数：令和３年度：3,694件、令和２年度：3,605件、令和元年度：3,696件】 

○地域医療支援病院として、登録医をはじめとする地域医療機関との役割分担、

医療連携や医療機器の共同利用を実施しました。

【紹介率：79.7％、逆紹介率：107.5％】 

【紹介患者数：19,305人（前年比 １人）】 

【逆紹介患者数：19,261件（前年比▲69人）】 

【共同利用件数：294件（前年比▲1,099件）】 

○地域医療機関との連携を目的とした「みなとセミナー」等を web方式も活用し開

催しました。市民の健康増進を目的とした「みなと市民セミナー」は新型コロナ

ウイルス感染症の影響により令和２年度は中止としました。

【みなとセミナー等：９回開催、みなと市民セミナー：開催なし】 

○地域医療従事者の育成に関する取組の一環として看護実習生を受け入れました。 

【５校 263名】 

【評 価】 

基本協定第 16 条に基づく地域医療全体の質の向上に向けた役割に関する取組につ

いては、着実に実行していると認めます。 

（５）利用料金に関する取組（基本協定第 17条）

入院・外来収益などの利用料金を規定に則って収受しています。

【評 価】 

基本協定第 17条に基づく利用料金については、おおむね収受や手続など規定どお

りに実施していると認めます。 

（６）施設、設備等の維持管理（基本協定第 18条）、管理の原則（基本協定第 19条）及び

施設等の改良、改修及び保守・修繕（基本協定第 20条）に関する取組 

施設・設備等の維持管理については、必要な有資格者を配置するなど、適正に行

われています。 

  【評 価】 

 基本協定第 18条、第 19条、第 20条に基づく施設、設備等の維持管理、管理の原

則、施設等の改良、改修及び保守・修繕に関する取組については、規定どおりに実

施していると認めます。 
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（７）物品の移設（基本協定第 21条）及び物品の管理（基本協定第 22条）に関する取組 

港湾病院から移設された医療機器等については、適正な管理がなされており、廃棄

の際にも適正な報告がなされ、適正に管理されています。 

 

  【評 価】 

    基本協定第 21 条及び第 22 条に基づく物品の移設及び物品の管理に関する取組に

ついては、規定どおりに実施していると認めます。 

 

 

（８）目的外使用に関する取組（基本協定第 23条） 

食堂や売店など患者サービスの向上に資する施設等の設置あたり、医療局病院経営

本部公有財産規程に基づく使用許可申請を適正に行いました。 

 

  【評 価】 

基本協定第 23条に基づく目的外使用に関する取組については、規定どおりに実施

していると認めます。 

 

 

（９）受託研究に関する取組（基本協定第 24条） 

   治験審査委員会や臨床試験支援センターを設置して、適正に取り組んでいます。 

 

  【評 価】 

    基本協定第 24条に基づく受託研究に関する取組については、規定どおりに実施し

ていると認めます。 

 

 

（10）院内学級に関する取組（基本協定第 25条） 

横浜市立浦舟特別支援学校の分教室が院内に設置され、院内学級の運営に協力して

います。 

 

  【評 価】 

    基本協定第 25条に基づく院内学級に関する取組については、規定どおりに実施し

ていると認めます。 
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 【横浜市立病院経営評価委員会からの主な意見】 

みなと赤十字病院 

《全体評価》 

 新型コロナウイルス感染症の影響に伴う緩和ケア医療に関する１項目を除く 128 項

目について、基本協定及び基準書等に基づいて適切に指定管理業務が実施されたの

は評価できる。 

 東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大会時の大会関係者受け入れは評価で

きる。 

 経営面では新型コロナウイルス感染症の影響により患者数が減少したが、県の緊急

包括支援交付金等のコロナ補助金の受領により黒字になっている。 

 消防隊からの救急車受け入れ要請数が全国トップクラスを維持していることが取り

組みの成果である。 

 今年度はコロナの対応にかなりご尽力いただいた。一方で、今後はコロナ収束後の

対応について検討が必要になると思われる。 

 

《項目別評価》 

 新型コロナウイルス感染症の重症・中等症の患者を積極的に受入れながら、全国ト

ップクラスの救急車搬送による受入患者数を維持できていることは、病院全体での

取り組みの結果であり、ぜひ継続していただきたい。 

 項目別評価についても、すべて規定通りの実施を認められている。 

 「救急」「アレルギー疾患」「精神科救急」「緩和ケア医療」「災害時医療」等の病院機

能の特徴（特に救急医療は例年のように全国レベルで S 評価を受けている等）を十

分に発揮されている。 

 人間ドックや特定検診、がん検診などのネット予約の取り組みなど、患者の利便性

に配慮した取り組みがなされていると思われた。 

 緩和ケア医療に関する項目：緩和ケア病棟の新型コロナルス感染症対応を優先す 

るために、25 床を休床したため基準を満たせなかった項目についてはやむを得ない

状況であったと判断できる。他の項目はすべて実施できたとの事もあり、その取り

組み姿勢は高く評価できる。 
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＜ 資 料 ＞ 

資料１ 市民病院 令和３年度アクションプラン振り返り 

資料２ 脳卒中・神経脊椎センター 令和３年度アクションプラン振り返り 

資料３ 横浜市立みなと赤十字病院 

令和３年度指定管理業務に関する規定及び点検結果一覧表 

※資料１及び２のプランの令和３年度振り返りにあたっては、新型コロナウイルス感染症の影響を踏ま

えた学会方針等により取組が実行でなかったものについては評価を実施せず、自己評価に「－（バー）」

を記載していますが、取組自体が実行できた項目は、原則として基準通りの評価を行いました。

※新型コロナウイルス感染症の影響で取組が実施できなかった項目や、著しく実績値が下がった項目も

ありますが、今後の感染状況も不明確なため、プランの内容自体の大きな見直しは行なっていません。 
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基
準
書

項
目
数

協定又は
基準書の内容

実
施
状
況

○
の
数

1
2 ○ 2

３年度 ２年度 増▲減
入院延患者数 161,686 人 169,953 人 ▲ 8,267
新入院延患者数 14,351 人 14,221 人 130
外来延患者数 266,752 人 250,606 人 16,146
放射線件数 135,290 件 131,296 件 3,994
検査件数 2,675,735 件 2,547,820 件 127,915
手術件数 5,892 件 5,718 件 174
分娩件数 566 件 491 件 75
調剤件数 447,349 件 458,768 件 ▲ 11,419
給食食数 360,898 食 383,630 食 ▲ 22,732

３年度 ２年度 増▲減
内科 30,248 人 33,541 人 ▲ 3,293
精神科 8,525 人 8,032 人 493

脳神経内科 9,719 人 9,639 人 80
呼吸器科 14,001 人 13,096 人 905
消化器科 18,783 人 21,037 人 ▲ 2,254
循環器科 12,500 人 14,079 人 ▲ 1,579
小児科 2,635 人 2,628 人 7
外科 11,844 人 12,999 人 ▲ 1,155

整形外科 17,135 人 18,101 人 ▲ 966
形成外科 1,937 人 1,945 人 ▲ 8
脳神経外科 6,318 人 6,469 人 ▲ 151
呼吸器外科 498 人 474 人 24
心臓血管外科 4,559 人 4,146 人 413

皮膚科 1,319 人 1,779 人 ▲ 460
泌尿器科 6,884 人 8,486 人 ▲ 1,602
産婦人科 8,731 人 7,398 人 1,333
眼科 888 人 984 人 ▲ 96

耳鼻咽喉科 3,849 人 3,578 人 271
放射線科 519 人 602 人 ▲ 83

歯科口腔外科 682 人 685 人 ▲ 3
ｱﾚﾙｷﾞｰ科 112 人 255 人 ▲ 143

計 161,686 人 169,953 人 ▲ 8,267

266,752(人)
1日平均患者数　 1,102(人)

診療科別入院延患者数

横浜市立みなと赤十字病院　令和３年度指定管理業務に関する規定及び点検結果一覧表

指定管理業務に関する規定

令和３年度実績

点検結果

凡例　甲：横浜市
乙：指定管理者

実施状況の凡例
(○)：実施、(+△)：実施しているが基準を満たしていない
(-△)：実施に向けた準備中、(×)：未実施、
(－)：該当なし

診療(13条)
診療 乙は、協定の期間開始の

日から、設置条例第４条第
４項第２号に規定する診療
科及び同条第５項第２号に
規定する病床に係る医療機
能を提供しなければならな
い。

入院　延べ患者数　 161,686(人)
1日平均患者数　　 443(人)

病床利用率　
69.9%
（一般71.2%　精神54.7%）

外来　延べ患者数　
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基
準
書

項
目
数

協定又は
基準書の内容

実
施
状
況

○
の
数

指定管理業務に関する規定

令和３年度実績

点検結果

1

３年度 ２年度 増▲減
内科 47,784 人 45,036 人 2,748
精神科 11,098 人 10,557 人 541

脳神経内科 7,645 人 6,778 人 867
呼吸器科 11,489 人 11,616 人 ▲ 127
消化器科 25,118 人 22,239 人 2,879
循環器科 18,798 人 16,075 人 2,723
小児科 9,414 人 8,816 人 598
外科 17,765 人 17,403 人 362

整形外科 21,752 人 19,523 人 2,229
形成外科 2,767 人 2,569 人 198
脳神経外科 2,827 人 2,888 人 ▲ 61
呼吸器外科 2,033 人 1,587 人 446
心臓血管外科 2,740 人 2,510 人 230

皮膚科 8,030 人 7,843 人 187
泌尿器科 11,106 人 10,739 人 367
産婦人科 19,124 人 16,764 人 2,360
眼科 9,140 人 8,363 人 777

耳鼻咽喉科 13,723 人 12,901 人 822
ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ科 111 人 68 人 43
放射線科 4,870 人 5,789 人 ▲ 919

歯科口腔外科 14,906 人 14,499 人 407
ｱﾚﾙｷﾞｰ科 4,512 人 6,043 人 ▲ 1,531

計 266,752 人 250,606 人 16,146

３年度 ２年度 増▲減
医業収益 19,376,251千円 19,222,161千円 154,090
医業費用 20,178,960千円 19,835,031千円 343,929
医業収支 ▲ 802,709千円 ▲ 612,870千円 ▲ 189,839
医業外収益 3,788,012千円 3,456,806千円 331,206
医療社会事業収益 7,267千円 8,090千円 ▲ 823
医業外費用 138,124千円 142,660千円 ▲ 4,536
医療奉仕費用 195,990千円 179,128千円 16,862
事業損益 2,658,456千円 2,530,238千円 128,218

２　乙は、病院建物内にお
いて、設置条例第４条第４
項第２号に規定する診療科
（以下「標ぼう診療科」と
いう。）と異なる表示をす
る場合は、標ぼう診療科を
併せて表示することとす
る。

○

みなと赤十字病院（法人）の損益計算書

36科
内科、内分泌内科、血液内科、腎臓内科、緩和ケア内
科、リウマチ科、精神科、脳神経内科、呼吸器内科、消
化器内科、肝臓内科、循環器内科、アレルギー科、小児
科、乳腺外科、外科、消化器外科、大腸外科、肝臓外
科、整形外科、形成外科、脳神経外科、呼吸器外科、心
臓血管外科、皮膚科、泌尿器科、産婦人科、眼科、耳鼻
いんこう科、リハビリテーション科、放射線診断科、放
射線治療科、麻酔科、歯科口腔外科、救急科、病理診断
科

診療(13条)
診療 診療科別外来延患者数
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基
準
書

項
目
数

協定又は
基準書の内容

実
施
状
況

○
の
数

指定管理業務に関する規定

令和３年度実績

点検結果

2
乙は、横浜市が実施する

がん検診、健康診査等の検
診業務を受託するものとす
る。

○

２　乙は、人間ドックその
他の検診業務を行うことが
できる。

○

3 政策的医療(15条) 乙は、次の各号に定める政策的医療を提供しなければならない。具体的内容は基準書に定める。

(2) 救急部に常勤の医師
を２名以上配置すること。

○

(3) 診療時間外において
は、内科系医師（時間外の
救急外来の専任）、循環器
系医師、外科系医師、専門
科系（眼科、耳鼻科等）医
師、産婦人科医師をそれぞ
れ配置すること。

○

(4) 救急時間帯に必要に
応じ全身麻酔ができる体制
をとること。

○

(5) 神奈川県救急医療情
報システムに参加するこ
と。

○

・救急外来は24時間救急車からの連絡は救急科医師が行
い、ウオークイン患者からの電話はトリアージナースを
リーダーとして配置し、マニュアルに基づいたトリアー
ジを実施している。リーダーナースのJTASプロバイダー
取得率は100％、医師と連携をとり、緊急性に応じ適切
に対応している。また、緊急心臓カテーテル、各種アン
ギオ、緊急内視鏡の24時間対応が可能な体制をとってお
り、そのための教育も行っている。
・緊急手術に速やかに対応するため、手術看護師の平日
夜勤体制を実施している。

常勤医師数　８名（Ｒ４.３.31）

救急部２名に加えて専門科系を含む診療科医師の当直及
びオンコール体制の実施

・常勤 ７名　非常勤 10名

平成17年度から参加している。

2

３年度は、1日で行うドック2,097件（1日ドック1,878
件、大腸ドック48件、脳ドック28件、レディースドック
14件、PET/ＣＴがんドック129件）、2日で行うドック
235件（2日ドック93件、スーパーがんドック112件、
PET/ＣＴスーパーがんドック30件）を実施した。

24時
間
365
日の
救急
医療

第
２
-
１

5 (1) 救急部を設置し、25
床の救急病棟及び１階の救
急専用外来（救急診察室・
救急放射線検査室等）の機
能を活用した救急医療体制
を構築すること。

平成21年４月１日に救命救急センター指定
＜令和３年度実績＞救急患者数17,935人、救急車搬送実
績12,076人、うち入院患者4,119人　受入不能　9.4％

○ 5

検診(14条)
検診 2 ３年度は、がん検診（肺、胃、大腸、子宮、乳房、前立

腺）5,645件、肝炎ウイルス検査88件、横浜市国保特定
健診1,264件、横浜市健康診査378件、福島県民健康調査
2件、被爆者健診41件、その他健診274件、特定保健指導
64件、オプション検査1,512件を実施した。
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基
準
書

項
目
数

協定又は
基準書の内容

実
施
状
況

○
の
数

指定管理業務に関する規定

令和３年度実績

点検結果

3 政策的医療(15条) 乙は、次の各号に定める政策的医療を提供しなければならない。具体的内容は基準書に定める。

(1) 横浜市の小児救急医
療対策事業に参加するこ
と。

○

(2) 24時間365日の二次小
児科救急医療体制を組むこ
と。

○

(3) 休日及び夜間に小児
救急専用ベッド３床以上を
確保すること。

○

(4) 救急医療に携わる小
児科医１名以上を常時配置
すること。

○

(5) 非常勤医師を含む10
名以上の小児科診療体制の
中で小児救急医療を行うこ
と。

○

(6) 前５号のほか、横浜
市小児救急医療対策事業実
施要綱の規定に準じた医療
体制をとること。

○

(1) 横浜市の二次救急医
療体制に参加すること。

○

(2) 横浜市二次救急拠点
病院事業実施要綱の規定に
定める拠点病院Aへの参加
基準に応じた救急医療体制
を組むこと。

○

(3) 第１項の24時間365日
の救急医療の体制を基準と
し、二次救急医療に対応で
きる必要な体制を組むこ
と。

○

(4) 前３号のほか、横浜
市二次救急拠点病院事業実
施要綱の規定に準じた体制
をとること。

○

(5) 24時間365日の内科及
び外科の二次救急医療体制
に参加するほか、横浜市の
疾患別救急医療体制(脳血
管疾患、急性心疾患、外傷
（整形外科））に協力する
こと。

○

小児救急拠点病院に指定されている。

二次
救急
医療

第
２
-
３

5 二次救急患者取扱件数
・5,138件(救急外来から入院した患者数）

5

・内科の外来救急患者の診療にあたる医師１名+内科・
外科各１名以上の医師を配置している。
・外科については、一般外科医師の配置、または、外科
系医師が当直したうえで、一般外科医師又は消化器外科
医師によるオンコール体制をとっている。
・薬剤師、看護師、臨床検査技師、診療放射線技師、事
務員を配置するとともに、医師と看護師のオンコール体
制をとっている。

横浜市疾患別救急医療体制に参加している。（患者 内
訳 内科2,319名　外科844名　救急科8,014名　小児科
652名　その他の診療科247名）

小児
救急
医療

第
２
-
２

6 平成17年度から参加している。
救急受入数・傷病分野別
・1,353名（うち入院患者数167名）

6

小児科医の当直ラインを365日「救急１列」と「オン
コール」で実施している。

３床確保している。

小児科医の当直ラインを365日「救急１列」と「オン
コール」で実施している。

・常勤　10名　非常勤　６名
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基
準
書

項
目
数

協定又は
基準書の内容

実
施
状
況

○
の
数

指定管理業務に関する規定

令和３年度実績

点検結果

3 政策的医療(15条) 乙は、次の各号に定める政策的医療を提供しなければならない。具体的内容は基準書に定める。

(1) 横浜市の周産期救急
システムに参加すること。

○

(2) 神奈川県周産期救急
システムに協力病院として
参加すること（人的体制を
除き、施設をＮＩＣＵ基準
とすること。）。

○

(3) 産婦人科診療所等と
の連携を図り、母児の救急
医療の受入れ等を行うこ
と。

○

(4) 産婦人科、小児科の
24時間365日の勤務体制を
組むこと。

○

(5) 前４号のほか、実施
する医療の内容・体制は、
横浜市周産期救急連携病院
事業実施要綱の規定に準じ
たものとすること。

○

(1) 夜間・休日・深夜の
救急患者（二次・三次）の
受け入れを行い、そのため
の保護室３床を確保するこ
と。

○

(2) 受入時間帯におい
て、精神保健指定医を配置
すること。

○

(3) 夜勤の看護体制は、
最低でも看護師３名を含む
ものとすること。

○

(4) 精神保健福祉士（兼
任可）を配置すること。

○

(5) 実施基準について
は、神奈川県精神科救急医
療に関する実施要綱、神奈
川県精神科救急医療事業夜
間・深夜・休日体制実施要
領、精神科救急医療に係る
事業執行取扱要領の規定に
準じたものとすること。

○

精神
科救
急医
療

第
２
-
５

5 ・19年10月から精神科救急医療システム（基幹病院）に
参加している。
・保護室３床確保
・３年度は33件（二次６件　三次27件）受け入れた。

5

精神保健指定医５名が交代で精神科救急に対応してい
る。

応需日は夜勤看護師を３名配置している。

療養・福祉相談室に精神保健福祉士を２名配置してい
る。

精神病棟入院基本料10対１以上の看護配置で３人夜勤、
変則二交代の勤務体制をとり精神科救急、身体合併患者
の受入れに対応している。

周産
期救
急医
療

第
２
-
４

5 平成17年度から参加している。 5

・18年4月から参加している。（18年３月31日県通知）
・24年7月に地域周産期母子医療センターの認定を受け
た。

母体搬送受入基準：妊娠34週以降、推定体重1500g以上
・母体搬送受入数 ６人
・新生児搬送受入数 ４人

産婦人科は常勤医師７名、非常勤医師６名で24時間365
日体制で当直１名オンコール１名の体制で周産期救急医
療に対応している。

24時間365日の体制で当直を組み、緊急手術をいつでも
対応できる体制を取っている。
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点検結果

3 政策的医療(15条) 乙は、次の各号に定める政策的医療を提供しなければならない。具体的内容は基準書に定める。

(1) 当該医療は、神奈川
県内の精神病院等に入院す
る身体合併症患者を本市の
要請に基づいて横浜市立み
なと赤十字病院に受け入
れ、必要な医療を行う。

○

(2) 精神科病床50床のう
ち10床を常時合併症患者用
とすること。

○

(3) 実施基準について
は、神奈川県精神科救急医
療に関する実施要綱、精神
科救急身体合併症転院事業
実施要領の規定に準じたも
のとすること。

○

(1) 癌による末期症状を
示している患者に対する緩
和ケア医療を行うこと。

○

(2) 日本ホスピス緩和ケ
ア協会による「施設におけ
るホスピス・緩和ケアプロ
グラムの基準」に基づくケ
アを行うこと。

○

(3) 開院後速やかに施設
基準を取得すること。

○

(4) 身体症状の緩和を担
当する医師及び精神症状の
緩和を担当する医師のほ
か、緩和ケアの専門性を有
する看護師を緩和ケア病棟
に配置すること。

+△

緩和
ケア
医療

第
２
-
７

6 ・緩和ケアチームへの依頼実績延べ件数2,166件
・緩和ケア専門外来実績延べ件数92件
・苦痛のスクリーニング実績1,349件

5

・日本ホスピス緩和ケア協会の基本方針に則り、日本緩
和医療学会のガイドラインに基づき作成。①みなと緩和
ケアマニュアル　②がん患者の症状緩和マニュアル看護
編　③エンドオブライフケアマニュアル
・H27年ELNEC-Jコアカリキュラムを基盤に「エンドオブ
ライフケアマニュアル」を作成。他に「みなと緩和ケア
マニュアル」「がん患者の症状緩和マニュアル　看護
編」「緩和ケアチームの診療体制」「末期医療のガイド
ライン（一般用)(集中治療室)」などを活用し運用して
いる。
・「苦痛のスクリーニング」は、外来通院中の化学療法
及び放射線療法を受ける患者から開始し、入院するがん
患者にも拡大し、ほぼ全例に実施している。

施設基準取得(緩和ケア病棟入院料)（平成18年８月取
得）

《緩和ケアチーム》
・コアメンバー
身体科専任医師１名、身体科非常勤医師１名、精神科

専任医師１名、専従看護師１名、専任薬剤師１名
・支援メンバー
臨床・公認心理士１名、医療ソーシャルワーカー１

名、歯科衛生士１名
・緩和ケアの専門分野の資格を持つ看護専門看護師1
名、緩和ケア認定看護師1名が緩和ケアチームの活動に
従事している。
《緩和ケア病棟》
・令和３年１月から新型コロナウイルス感染症対応を優
先するため、緩和ケア病棟の25床を休床し、７Ａ病棟に
て緩和ケアの入院対応を実施している。

精神
科合
併症
医療

第
２
-
６

3 H19年6月から、身体合併症患者の受け入れを開始。
３年度実績66件。

3

年間確保病床数：3,650床(365日×10床)

・精神保健指定医５名配置。
・病棟看護師26名,看護助手１名、病棟クラーク１名を
配置している。
・精神保健福祉士は２名配置している。
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(5) 院内における緩和ケ
ア医療の提供のほか、患者
の症状等を勘案し、在宅緩
和ケアを実施すること。

○

(6) 院内ボランティア等
を活用し、患者の身体的又
は精神的な支えとなる取組
を行うこと。

○

在宅ケアの実績
・緩和ケアチームと在宅医療との連携：38名
・訪問診療医、訪問看護ステーション、調剤薬局、医療
社会事業課（療養・福祉相談室）、社会福祉士（がん相
談員の研修修了者含む）などと調整して在宅療養支援を
した。

・令和３年度ボランティア登録数　46名
・病院敷地内のガーデニング活動
・緩和ケア病棟での音楽会、がんサポートプログラム
（みなとサロン）は新型コロナウイルス感染症の拡大防
止のため、開催中止としました。
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3 政策的医療(15条) 乙は、次の各号に定める政策的医療を提供しなければならない。具体的内容は基準書に定める。

(1) アレルギー科に、アレ
ルギー学会認定の専門医を
含む３名以上の医師を常勤
配置すること。

○

(2) アレルギー科を中心
に、診療部門、教育啓発部
門及び研究部門から構成さ
れる組織を設けること。

○

(3) 重症化・複合化するア
レルギー疾患に適切に対応
するため、関連する診療科
（内科、呼吸器科、小児
科、皮膚科、眼科、耳鼻咽
喉科、精神科、リハビリテ
－ション科等）と連携し、
複数科の協力による専門外
来を設置すること。

○

(4) 時間外においても、関
係科との連携により、喘息
発作等の対応が可能な体制
をとること。

○

(5) 市民からの相談等に対
応し、必要に応じて地域に
おいて相談・啓発活動を行
う体制をとること。

○

(6) 臨床データや最新の医
療情報を収集・整理し、市
民や医療機関への情報発
信・研究・啓発・教育を行
うこと。

○

(7) 前２号の取組のため、
専門知識を習得した専任の
看護師をアレルギー外来に
２名以上配置すること。

○

(8) 本市近隣に所在するア
レルギーに関する専門的施
設等及び関連学会と連携・
協同して、診療に関する
データの蓄積及び提供ある
いは情報の共有化を進め、
アレルギー疾患及びその治
療に関する・研究解析を積
極的に行い、その成果を臨
床に役立てること。

○

(9) みなと赤十字病院を拠
点として、アレルギー専門
医による病病連携及び病診
連携の体制を確立するこ
と。

○

アレ
ル
ギー
疾患
医療

第
２
-
８

10 常勤医師数　３名（Ｒ４.３.31） 10

アレルギーセンター運営委員会をH22から設置してい
る。

・7診療科（アレルギー科、小児科、皮膚科、呼吸器内
科、耳鼻咽喉科、眼科、膠原病・リウマチ内科）による
横断的なアレルギー診療を実施している。
・7診療科合同カンファレンス、食物・薬物アレルギー
カンファレンス、気道疾患カンファレンスは２回開催し
た。

救急部と連携し対応している。

令和３年度は、保育士、幼稚園教諭、教員等を対象とし
た食物アレルギーに関する講演・研修会63回、市民フォ
－ラム１回、成人喘息教室、小児喘息・アレルギー教室
３回、リウマチ教室５回をWEBにて開催した。夏期小児
喘息・アレルギーキャンプは新型コロナウイルス感染症
予防のため開催中止。

神奈川県内2箇所に設置している気象測定装置の花粉飛
散情報等をホームページで発信する他、約27人の成人・
小児喘息患者に「喘息予報」を配信している。

アレルギーセンターに看護師を専任２名（小児アレル
ギーエデュケーター）配置。

・国立相模原病院と連携し、花粉・粉塵の気象観測装置
を用いた環境データ解析によるアレルギー疾患の予防に
関する臨床研究を実施している。
・粉塵、花粉の飛散や気象状況を、市内1か所、市外1か
所に設置した観測機器でモニターし、環境因子の影響を
研究するとともに、花粉の飛散情報等を市民にメール配
信している。
・令和３年度アレルギー疾患に関する論文14編、学会発
表27回、新薬開発治験５件、自主臨床研究１件

舌下免疫療法を目的とした病診連携会による連携を継続
中。
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点検結果

(10) 横浜市アレルギーセン
ターのカルテ及びアレル
ギーに関する資料・文献等
を保管すること。

○資料・文献を適切に保管している。
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3 政策的医療(15条) 乙は、次の各号に定める政策的医療を提供しなければならない。具体的内容は基準書に定める。

(1) 身体及び知的障害を
併せもつ重度障害児（者）
が適切な医療を受けられる
体制を整えること。

○

(2) 診療時間や予約診療
体制などの工夫を行うこ
と。

○

(3) 障害児（者）及び家
族が安心して医療を受けら
れるように、合併症医療に
取り組む職員の研修啓発に
努めること。

○

(4) 病院全体による連
携・支援の下での医療提供
に努めること。

○

(5) 家族及び障害児者施
設からの依頼に基づく、障
害児（者）の緊急診療（入
院を含む。）にできる限り
対応すること。

○

(6) 港湾病院において
培ってきた障害児者施設と
の連携を継続すること。

○

障害
児者
合併
症医
療

第
２
-
９

6 障害児者医療検討委員会
医師（院長補佐、小児科部長、６診療科の担当医）、理
学療法士１人、看護師１人、ＭＳＷ２人、事務３人

6

横浜市重症心身障害児者メディカルショートステイシス
テムにおいて５名の受け入れを行った。

重度心身障害児者の理解を深めるため、障害児者医療検
討委員会発信で、メディカルショートステイについての
ポスターを作成し、広報活動を行った。

障害児者医療検討委員会を開催した。
（２回開催：5/12-19.11/22-29　全てメール審議）

令和３年度実績：入院患者延人数37人、入院患者実人数
４人、患者１人当たりの入院回数１～４回、入院患者の
年齢７～30歳

港湾病院からの継続患者1名の診療を行った。
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3 政策的医療(15条) 乙は、次の各号に定める政策的医療を提供しなければならない。具体的内容は基準書に定める。

第
２
-
１
０

7 (1) 免震構造、屋上ヘリ
ポート、小型船舶用船着場
など、みなと赤十字病院の
構造・設備を活用した災害
時医療体制を整えること。

○ 7

(2) 病院施設の非常時に
も診療機能が維持できるよ
う、職員体制を整えるこ
と。

○

(3) 次号以下に定める事
項のほか、日本赤十字社と
しての知識・技術を活かし
た諸活動を行うこと。

○

(4) 「神奈川県地域防災
計画」に基づく災害医療拠
点病院として次の機能を持
つこと。

ア 広域災害・救急医療情
報システムの端末及びＭＣ
Ａ無線機の設置・運用

イ 多発外傷、挫滅症候群
等の災害時に多発する重篤
救急患者の救命医療を行う
ために必要な診療設備の整
備

災害
時医
療

・ヘリポートは24時間365日の運用としており、夜間で
もヘリコプターを運行する第三管区海上保安本部とは、
ヘリコプターで救助した傷病者の直接搬送受入れの運用
を実施している。
・横浜市消防局ヘリコプターが救助した傷病者について
も、日没間際等の理由で地上救急隊への引き継ぎが困難
な場合は、直接搬送を受け入れる体制としている。

常備救護班の他に予備救護班３班を編成し、災害にいつ
でも対応できるように準備している。

救護班、ＤＭＡＴ、ＤＭＡＴ－Ｌ、ＹＭＡＴを編成し、
年間を通じて様々な災害に関する訓練や研修会に積極的
に参加し、国・県・市等の関係機関との連携を深めなが
ら災害対応能力の向上に努めている。また、救急法等の
安全講習会を開催し、疾病、事故の予防や応急手当等の
知識、技術の普及を行っているほか、院内で病院ボラン
ティア養成講習会を実施し、ボランティアの養成も行っ
ている。
日本赤十字社法で「非常災害時又は伝染病流行時」に救
護活動を行なうことが定められていることもあり、市中
からのCOVID-19関連患者を積極的に受け入れいている。

○

日赤業務無線機等22台、神奈川県MCA無線１台、横浜市
MCA無線１台、衛星電話１台（院内設置）、衛星携帯電
話２台（可搬型１台、救急車積載１台）

旧港湾病院看護師宿舎跡地に防災備蓄庫を整備
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ウ 被災地における自己完
結型の医療救護に対応でき
る携行式の応急医療資機
材、応急用医薬品、テン
ト、発電機等の整備

救急車２台、医師派遣用緊急車両３台、救護班用医療
セット１式、DMAT標準医療資機材１式、YMAT資機材１
式、デジタル個人線量計28台、簡易ベッド540台、NBC災
害除染セット１式、ドラッシュテント１式、エアーテン
ト１式、イージーアップテント５式、発動発電機７台、
大容量ポータブル蓄電池１台、災害用マンホールトイレ
２基、下水直結型災害等トイレ５基
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3 政策的医療(15条) 乙は、次の各号に定める政策的医療を提供しなければならない。具体的内容は基準書に定める。

(5) 「神奈川県医療救護
計画（平成8年9月）」に基
づき、広域災害時の連携・
支援等の医療救護に関する
相互応援体制を備え活動す
ること。

○

(6) 「横浜市防災計画」
上の次の役割を果たすこ
と。

　なお、横浜市防災計画に
規定する医療救護隊の編成
に関しては、日本赤十字社
が編成する救護班をもって
これに充てること。

ア 被災地からの重症傷病
者の受入れ

イ 被災地区への医療チー
ムの派遣

ウ 臨時的な傷病者の拡大
収容

エ 非常用電源燃料・飲料
水（業務用水を含む）の備
蓄

(ｱ) 軽油７日分　　約
130,000リットル

(ｲ) 水７日分　　約
1,800,000リットル

オ 横浜市防災行政用無線
の設置・運用

災害
時医
療

第
２
-
１
０

神奈川県災害医療拠点病院の機能を備えている。

常備救護班７班の他、日本DMAT２チーム、神奈川DMAT-L
３チーム、かながわDPAT（神奈川県災害派遣精神医療
チーム）隊員10名（医師1名、看護師5名、業務調整員4
名）、YMAT隊員21名（医師９名、看護師12名）

○

令和３年度は対応すべき案件がなかった。

横浜市災害医療アドバイザー１名を横浜市新型コロナウ
イルス対策感染症・医療調整本部（Ｙ－ＣＥＲＴ）へ派
遣した。

令和３年度は対応すべき案件がなかった。

災害時の燃料確保対策として、民間燃料供給会社との協
定に加え、新たに「医療機関等に対する燃料の安定供給
の協力に関する横浜市と神奈川県石油業協同組合との協
定」に参画している。

軽油７日分　約13万リットル

飲料水７日分約170万リットル+雑用水約167万リットル

横浜市ＭＣＡ無線を設置している。
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3 政策的医療(15条) 乙は、次の各号に定める政策的医療を提供しなければならない。具体的内容は基準書に定める。

(7) 災害に対応するた
め、次の事項を実施するこ
と。

ア 患者、職員用の食料３
日分(9,000食)の備蓄

イ 通常使用する医薬材料
等の院内における在庫確保
（最低３日分程度）

ウ 市の依頼に基づく医薬
材料の備蓄及び他の備蓄拠
点からの更新対象医薬材料
等の受入れ

エ 県・市との連携による
災害対応訓練の実施

オ 病院内の各組織の参加
による災害対応訓練の実施
（年間１回以上）

カ 災害対策や訓練に関す
るマニュアルの整備

(1) 横浜市の指示に従
い、感染症・テロ行為や放
射性物質・化学物質の漏出
事故などの突発的な健康危
機への対応を行うこと。

○

(2) 横浜市からの要請に
基づき、市民の健康危機に
対応するために必要な医薬
材料等の確保・保管を行う
こと。

○

(3) 市民への健康危機へ
対応するための必要な指示
は、病院事業管理者が行
う。

○

市民
の健
康危
機へ
の対
応

第
２
-
１
１

3 ・COVID-19対策として、帰国者・接触者外来を継続する
とともに、COVID-19の重症患者、中等症患者の受け入れ
を行った。
・院外施設へのCOVID-19の研修会を行った。
・COVID-19の職員へのワクチン接種を行った。

3

備蓄資材の見直し、横浜市新型インフルエンザ対策訓練
の見学を実施した。

新型コロナウイルス感染症患者について、病院事業管理
者から病院へ受入要請を行った。

災害
時医
療

第
２
-
１
０

○

・患者用食料３日分：4,950食
・職員用食料３日分：9,000食

通常使用医薬材料　平均５日分

該当なし

神奈川県災害時通信訓練、九都県市合同防災訓練（横浜
会場、川崎会場）、ビッグレスキューかながわ、神奈川
県津波防災の日に係る情報受伝達訓練、神奈川ＤＭＡＴ
－Ｌ隊員養成研修、ＹＭＡＴ隊員養成研修等へ参加。

総合防災訓練を９月７日に実施。

災害医療対応マニュアルを整備している。
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4
9 (1)　安全管理に基づく医

療の提供
9

ア　医療安全対策加算を受
けることができる体制とす
ること。

○

イ　安全管理室を設置し、
専任職員を配置すること。

○

ウ　安全管理マニュアル及
び業務手順書を部門毎に作
成すること。

○

エ　医療事故が発生したと
きは、原因等を究明し、再
発防止に必要な取組みを行
うこと。

○

オ　安全管理責任者等は、
横浜市が開催する横浜市立
病院安全管理者会議に参加
し、決定事項に従い必要な
取組を行うこと。

○

カ　患者の診療（看護、検
査及び投薬を含む。）、医
療用設備・機器の取扱等、
安全管理に関する体系的研
修を継続的に実施するこ
と。

○

(2)　院内感染対策の実施

ア　感染防止対策加算を受
けることができる体制とす
ること。

○

イ　感染対策マニュアルを
策定し、標準予防策のほ
か、抗生物質製剤及びその
他化学療法製剤の適正使用
等、診療分野での感染対策
を実施すること。

○

ウ　院内にＩＣＴ(感染対
策チーム)を設置し、各部
門の感染管理責任者と連携
を図り院内全体の感染管理
を行うこと。

○・ＩＣＴラウンドを毎週実施し、現場にフィードバック
した。
・感染講演会の実施について、職員の受講状況を確認し
ながら受講率100％を目指し働きかけを行った。
・随時感染状況を確認しながら、感染対策について見直
しを行い周知を図っている。

・マニュアルは整備されており、定期的に見直しが行わ
れている。令和４年３月に改訂。
・定期的な見直しに加え、ポケットマニュアルを作成
し、配布した。
・手順書については、関連部署単位で整理・管理されて
いる。

・医療事故調査委員会設置（構成員：副院長・看護部
長・事務部長・薬剤部長・医療安全推進課長の5人+適
宜。必要に応じ構成員変更あり）

・横浜市主催の安全管理者会議に出席している。
・安全管理委員会　12回開催
・令和３年７、８月に市立３病院医療安全報告会を書面
にて開催した。安全管理の委員会の活動状況、安全管理
研修等の開催状況、インシデント報告の状況等を報告
し、共有した。

・医療安全研修会を合計２回開催した。
・新採用（新卒及び既卒）向けの安全管理オリエンテー
ション（受入れ研修）を７回開催した。
・医薬品・医療機器に関する研修会を実施した。

　

感染防止対策加算１が算定されている。

・感染対策マニュアルを改定（令和3年12月）
・感染対策委員会11回（構成員：院長・副院長・看護部
長・事務部長・医師（部長・副部長・医長）・薬剤部
長・検査部課長・診療放射線技師・作業療法士・栄養課
長・医療安全推進課長・看護師長・看護師・滅菌業者の
計22人）
・ＣＯＶＩＤ-19 の感染対策マニュアルを随時更新

地域医療全体の質の向上に向けた役割(16条）
医療
にお
ける
安全
管理

第
３
-
１

　

医療安全管理委員会を設置（構成員：院長・副院長
（２）・看護部長・事務部長・医師（２）・薬剤部長・
医療安全推進課長、計９人）

医療安全推進室
（室長：医師の兼務、医療安全推進課長：（専従看護職
を配置）
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4
(1) 必要な情報提供を行
い、患者の自己決定権を尊
重した、患者中心の医療を
行うこと。

○

(2) セカンドオピニオン
を実施し、手続き、実施に
係る経費等を院内に明示す
ること。

○

(3) 横浜市の基準に基づ
き診療録を開示すること。

○

(4) 診療におけるＥＢＭ
の実践に努めること。特
に、入院診療においては、
各分野で積極的にクリティ
カルパス方式を導入し、患
者にわかりやすい診療を行
うこと。

○

(5) 院内倫理委員会を設
置し、新規の治療法（施術
法）及び保険外診療の実
施、未承認医薬品の使用な
どについて、当該行為の適
否を事前審査すること。

○

(6) 前号の委員会の委員
には、女性及び人文科学系
を専門とする外部の有識者
を含むこと。

○

6

セカンドオピニオン：13件

カルテ開示件数　182件

院内クリニカルパス委員会の委員５名が中心となり、各
部署の新規パス作成と活用、評価に取り組んだ。クリ
ティカルパスの本数は7,408件。パス適用率は41.76％
（昨年47.4％）と低下した。新型コロナウイルス感染症
の流行に伴い目標の50％まで達成できなかった。パス大
会では、医師や看護師、多職種で取り組んだパスの運用
や取り組みの紹介があり、看護部からは、１部署発表を
行った。

倫理委員会の審議案件・件数
・令和３年度は61の研究に関する案件について審議し
た。

・倫理委員会委員10名、うち女性委員１名（内部委
員）、外部委員２名
・外部委員には女性は含まれていないが、弁護士が委員
となっている。

地域医療全体の質の向上に向けた役割(16条）
医療
倫理
に基
づく
医療
の提
供

第
３
-
２

6 令和３年度は新型コロナ感染症の影響があり、患者満足
度調査が実施できなかった。患者のニーズに沿ったサー
ビスが行えるよう院内で検討を行い、今後も院内掲示・
病院ホームページにて分析結果を掲載する予定。また患
者からの投書「みなさまの声」は２か月ごとに分析し、
院内・病院ホームページに回答を掲載している。
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4
8 (1) 地域医療連携室を設
置すること。

○ 8

(2) 情報提供、症例検討
会の実施、登録医制度の導
入、開放型病床の設置な
ど、地域医療機関との連
携・協働を積極的に行うこ
と。

○

(3) 紹介率及び逆紹介率
を高め、地域医療支援病院
の指定を図ること。

○

(4) 患者・市民や地域医
療機関に対する啓発活動、
情報提供活動その他地域医
療全体の質を向上させる取
組を行うこと。

○

(5) 財団法人日本医療機
能評価機構が行う医療機能
評価を、速やかに受審し、
認定を受けること。

○

(6) 臨床研修病院の指定
を受けること。

○

(7) 看護師及び検査技師
等の養成課程等のための実
習病院として学生等の受け
入れを積極的に行うこと。

○

・平成24年３月　病院機能評価Ver6.0取得
・平成28年11月　病院機能評価受審、平成29年３月　病
院機能評価（一般病院2 3rdG：Ver1.1）取得

臨床研修病院の指定（研修医１年次８人、２年次８
人）、基幹型臨床研修病院、協力型臨床研修指定病院

【看護】
・看護基礎教育：５校263名（看護専門学校３校、看護
大学２校）
・看護卒後教育コース：２名（国際助産保健学専攻）
・実習指導者研修（長期）修了者：７名
・実習施設共済実習指導者研修修了者：14名
・外部研修受入：９名
【薬剤】
・薬科大実務実習：５校15名
・実務研修：調剤薬局からの薬剤師１名
・地域薬剤師会による薬薬連携実習、薬学生の病院見学
については随時受け入れた。

地域医療全体の質の向上に向けた役割(16条）
地域
医療
機関
との
連携
支
援、
地域
医療
の質
向上
のた
めの
取り
組み

第
３
-
３

センター長１名（医師）、副センター長１名（医師、院
長補佐兼任）、医療連携課は兼任課長１名（事務職）、
係長１名（事務）、専任事務職員３名、兼任事務職員１
名、療養・福祉相談室は課長１名（看護師）、係長３名
（看護師１名、社会福祉士２名）、専任看護師７名、専
任社会福祉士６名、専任精神保健福祉士２名、専任事務
職員１名。総勢28名（内入退院支援センター３名）が在
籍した。（令和４年３月31日現在）

・登録医：医科732件、歯科138件
・医療機器共同利用実績（MRI、CT、PET/CT、RI、ﾘﾆｱｯ
ｸ、ﾏﾝﾓｸﾞﾗﾌｨ等）294件。
・横浜脳卒中リハ連携研究会(１回)
・神奈川脳卒中広域シームレス医療研究会セミナー(Web
開催１回)
・大腿骨頚部骨折地域連携ﾊﾟｽ合同委員会（２回）
・横浜脳卒中地域連携懇話会（新型コロナウイルス感染
症予防により中止）

・令和３年度紹介率79.7％、逆紹介率107.5％

・地域医療機関に対する啓発活動、地域医療全体の質を
向上させる取組として、令和３年度は、地域医療支援病
院として、地域の医療従事者向けにオンライン研修を９
回開催した。様々な学術的テーマをとりあげ、幅広い分
野に渡る情報提供と議論を進めていくことで、地域医療
の質の向上に努めた。市民の健康増進および医療の情報
提供を目的とした、みなと市民セミナーは、コロナ禍で
開催中止とした。
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(8) 横浜市の助産施設と
しての認可を受けること。

○認可を受けている。
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4
(1) カルテの共有、カル
テ開示など医療の透明性を
図り、患者及び職員間でわ
かりやすい医療を提供して
いくこと。

○

(2) 患者サービスの向
上、効率的な経営管理等を
目的に、電子カルテを含む
医療情報システムを導入す
ること。

○

(3) 医療情報システムに
ついては、病院事業管理者
とも調整を図り、市立病院
の役割として必要な情報を
集積すること。また、将来
計画を策定するとともに、
情勢に応じた改良を図るこ
と。

○

(4) 医療情報システムに
より得られるデータを蓄積
し、地域医療の質向上のた
めに役立つ情報を発信する
データベースの構築を図る
こと。

○

(5) 地域医療機関や市民
への情報の提供は、講習
会、症例検討会等、さまざ
まな方法で行うこと。

○

(6) 病歴や診療情報に精
通した専任職員（診療録管
理士、診療情報管理士等）
を配置すること。

○

地域医療全体の質の向上に向けた役割(16条）
医療
デー
タ
ベー
スの
構築
と情
報提
供

第
３
-
４

6 カルテ開示件数　182件 6

H23年7月に導入済み

電子カルテDWH、医事システムDWHを活用し、２方向から
のデータ検証を行っている。

電子カルテ機能を活用し、情報を入力し収集できるよう
マスタの整備や入力方法を検討して運用している。平成
29年７月に電子カルテのリプレイスを実施する際、デー
タを収集・活用しやすくなるよう機能検討を行い、シス
テムを導入した。また、データ量は、開院時からのデー
タが蓄積されており、統計処理を行う部署を限定して質
を担保しつつ、各部署と連携を図って、施設基準の指
標、毎月定例指標、医師からの個別依頼等に対応してい
る。データの活用にあたっては個人情報の保護など情報
セキュリティに配慮している。

講習会・症例検討会等の頻度・内容
新型コロナウイルス感染症の流行禍の中で、地域医療支
援病院として、地域の医療従事者向けにオンライン研修
を開催した。様々な学術的テーマをとりあげ、幅広い分
野に渡る情報提供と議論を進めていくことで、地域医療
の質の向上に努めた。
【回数】合計９回（例年は12回以上開催）
【参加人数】延べ450名
【内容】心臓病、消化器疾患、アレルギー、心・腎・肝
連携、認知症、小児疾患、在宅療養支援　等

病歴室配置の診療情報管理士３名（「診療情報管理士」
資格所有者は17名。）
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4
(1) 情報公開の推進を図
ること。

○

(2) 病院の医療機能やそ
の実施状況について市民が
把握し、病院運営に市民の
意見を反映させるため「市
民委員会（仮称）」を設置
し、運営すること。

○

(3) 前号の委員会の設置
に関しては、病院事業管理
者が別に示す設置準則に
従って要綱を作成し、運営
するものとする。

○

(4) 病院ホームページの
開設、広報誌の発行等の病
院広報及び電子メールやア
ンケート等による広聴を積
極的に行うこと。

○

4

市民委員会を４年３月４日に開催。
（議題：横浜市立みなと赤十字病院の現況、新型コロナ
ウイルス感染症対応について、救急外来環境改善工事に
ついて、行天委員長からの提言）

平成18年8月に要綱を制定し、運営している。

ホームページを随時更新し、患者向け広報誌等を発行し
ている。

地域医療全体の質の向上に向けた役割(16条）
市民
参加
の推
進

第
３
-
５

4 カルテ開示件数　182件
患者満足度調査、みなさまの声を院内やホームページで
公開する。
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5
甲は、地方自治法第244

条の２第８項の規定に基づ
く、施設の利用に係る料金
（以下「利用料金」とい
う。）を、乙の収入として
収受させるものとする。

○

２　利用料金の額は、乙
が、経営条例に規定する利
用料金の範囲内において定
めるものとする。ただし、
その決定については、事前
に甲の承認を受けなければ
ならない。

○

３　乙は、経営条例第13条
の規定に基づき、利用料金
の全部又は一部を免除する
ことができるものとする。

○

４　乙は、収受した利用料
金について、甲に、収入状
況の報告を行わなければな
らない。

○

(1) 利用料金の額及び額
の変更等については、事前
に病院事業管理者に承認を
得て決定すること。

○

(2) 病院事業管理者の承
認を得た利用料金の額を速
やかに告知すること。

○

(1) 利用料金の納付は、
次のとおりとすること。

ア 特別な定めがある場合
を除き、利用者等にその都
度請求し、納付させるこ
と。

○

イ 利用料金を納付させる
場合は、その内容を明らか
にし、利用者等に対して説
明責任を負担すること。

○

ウ 収受した各月の利用料
金の収入状況について、別
に定める様式に従って、翌
月の末日までに提出するこ
と。

○

利用
料金
の納
付

第
４
-
２

3 3

請求書及び診療明細書を発行している。

請求書及び診療明細書を発行している。

診療収入等について翌月末までに報告している。

利用
料金
の承
認手
続き

第
４
-
１

2 令和３年度の利用料金の一部を改定。（消費税増税対
応）

2

院内掲示により告知している。

利用
料金

4 　令和３年度
　　医業収益 19,376,251,298円

○入院収益 14,298,371,314円
○外来収益 4,407,695,468円
○室料差額 363,072,020円
○その他 307,112,496円

4

人間ドック（宿泊料なし）の２日（女性）、２日（選
択）（女性）、人間ドック（宿泊料込み）の２日（選
択）（女性）、２日（選択）（女性）の利用料金を設
定。
新生児OAE検査の利用料金を設定。
子宮頸がんワクチンの利用料金を設定。
PFC-FD療法（手技料）の利用料金を設定。
PFC-FD療法（血液採取料）の利用料金を設定。
令和３年度の利用料金の一部を改定。

令和３年度減免額　6,121,800円
保険請求ができない認知症検査（ｱﾐﾛｲﾄﾞβ）の検査費用
を病院負担としたことで増加した。

決算報告書による報告があった。

利用料金(17条）
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6
1 乙は、甲の財産であるみ

なと赤十字病院の土地、建
物、設備及び附帯施設（別
表記載のもの。以下「施設
等」という。）について、
維持管理を行うものとす
る。

○ 1

乙は、施設等を適正かつ
良好な状態で管理するもの
とし、指定管理業務以外の
目的に使用してはならな
い。ただし、あらかじめ、
甲の承諾を得た場合は、こ
の限りでない。

○

乙は、施設等の維持管理
に当たっては、法令等に定
める有資格者を配置するも
のとする。

○

　施設等の維持管理の基準
は、基準書に定める。

○

　施設等の維持管理に必要
な経費は、乙の負担とす
る。

○

(1) 患者安全を第一に考
え施設機能面から診療に寄
与する施設の維持・管理を
行うこと。

○

(2) 衛生管理、感染管理
に基づく維持・管理を行う
こと。

○

(3) 病院施設として予防
保全に努めること。

○

(4) 別表の施設管理業務
の実施基準に基づき維持管
理を行うこと。なお、詳細
仕様については、協議を行
い、別に定める。

○

(1) 横浜市が進める
ISO14001の取組に対し公設
施設として協力すること。

○

(2) 医療廃棄物は感染管
理の上、適正処理を行うこ
と。

○

(3) ゴミの分別や減量化
の施策に協力すること。

○

市立
病院
とし
ての
取組

第
５
-
２

3 認証は取得していないが、省エネルギー及び環境負荷の
低減に取り組んでいる。

3

医療系産業廃棄物処理については23年4月から電子マニ
フェストを導入している。

適切に処理を行った。

4

業者委託により、電気主任技術者、電気工事士、危険物
取扱者、冷凍機械保安責任者、ボイラー技師などの他
に、有資格者を配置。
また、業者委託以外にも危険物取扱者、消防設備士、Ｃ
Ｅ受入側保安責任者、特別管理産業廃棄物管理責任者な
どの有資格者、消防技術講習、防災管理講習、防災士、
エネルギー管理員などの受講修了者が課員におり、連携
を取りながら施設の維持管理を行っている。

基準書に則り維持管理を実施した。

指定管理者が負担した。

施設
の維
持・
管理

第
５
-
１

4 定期点検保守業務計画書に基づく管理の実施
・自家用発電設備保守及び定期点検
・冷却塔設備保守及び水質管理
・昇降機設備保守及び定期点検　など

4

施設、設備等の維持管理(18条)、管理の原則(19条)
施設
設備
等の
維持
管理

施設管理基準書に則り管理を実施した。

管理
の原
則

4 令和４年２月許可面積：食堂売店等 838.02㎡
令和４年２月許可面積：津波警報伝達システム 5.36㎡
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7 施設等の改良、改修及び保守・修繕(20条)
　施設等の改良工事（施設
の原形を変更し、機能向上
を伴う工事等をいう。）
は、甲と乙とが協議を行
い、甲が承認した場合に、
甲の負担で行う。
２　施設等の改修工事（施
設の機能維持のために必要
な工事等をいう。）は、事
前に甲の承諾を得て、乙が
行う。

○

３　施設等の保守、修繕等
は、必要に応じて乙が行
う。

○

４　前３項のいずれに該当
するか疑義があるときは、
甲と乙とが協議を行い、決
定するものとする。

○

8
乙は、平成16年度まで甲

が横浜市立港湾病院におい
て保有していた医療機器等
の物品のうち、引き続きみ
なと赤十字病院で使用する
物品（以下「甲の物品」と
いう。）を、みなと赤十字
病院に移設するものとす
る。

○

２　乙は、甲の物品が安全
に機能することを確認しな
ければならない。

○

乙は、甲の物品につい
て、財産台帳を備え、常に
その現状を明らかにしてお
かなければならない。

○

２　乙は、甲の物品につい
て、保守、修繕等の管理を
行うものとする。
３　乙は、甲の物品が使用
不能となったときは、甲の
承諾を得てこれを廃棄又は
処分する。

４　乙は、天災地変その他
の事故により、甲の物品を
滅失し、又はき損したとき
は、速やかにその状況を甲
に報告しなければならな
い。

物品
の管
理

4 財産台帳を整備し、保守、修理履歴等の管理を行ってい
る。

1

該当なし

該当なし

該当なし

必要に応じ修繕を実施している。

必要に応じ協議をしている。

物品の移設(21条)及び管理(22条)
物品
の移
設

2

17年度に実施済み

2

施設
等の
改
良、
改修
及び
保
守・
修繕

4 該当なし 3

工事ごとに申請を行い、承諾を得て適切に処理を行っ
た。
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9

10

乙は、みなと赤十字病院
において、医薬品、診療材
料、医療機器等の治験、成
績試験等（以下「受託研
究」という。）を行うこと
ができる。

○

２　受託研究は、被験者の
安全を第一として行わなけ
ればならない。

○

11

３年度評価対象項目数 129 128

1

合計

評価
対象
項目
数

133

臨床試験支援センターの構成（センター長１名、薬剤師
２名　事務３名）
治験審査委員会12回（Web会議11回、集合形式１回）

院内学級(25条)
院内
学級

1 乙は、横浜市立浦舟特別
支援学校の分教室としてみ
なと赤十字病院に設置され
る、院内学級の運営に協力
するものとする。

「横浜市立浦舟特別支援学校」を分教室として設置。 ○

○ 1

受託研究(24条)
受託
研究

2 ３年度新規治験：８件
医師主導の臨床研究：155件
医薬品の治験（受託件数：19件、市販後調査：53件）

2

目的外使用(23条)
目的
外使
用

1 乙は、施設等において患
者の利便性やサービス向上
に資するための施設を設け
るときは、横浜市病院経営
局公有財産規程（平成17年
３月病院経営局規程第29
号）第７条の規定に基づく
使用許可（以下「目的外使
用許可」という。）の申請
を行わなければならない。

令和４年２月許可面積：食堂売店等 838.02㎡
令和４年２月許可面積：津波警報伝達システム 5.36㎡
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１　経常収支の状況 （単位：千円、税抜）
令和３年度 令和２年度 増△減 令和３年度 収益比 令和２年度 収益比 増△減

決算額 決算額 （％） 決算額 （％） 決算額 （％） （％）

市民病院事業収益 33,839,413 27,329,199 6,510,215 23.8 市民病院事業費用 36,433,549 136.7 28,166,420 123.3 8,267,129 29.4 

経常収益 31,461,260 27,174,314 4,286,946 15.8 経常費用 29,589,046 111.0 27,359,582 119.7 2,229,464 8.1 

医業収益 26,862,636 23,031,079 3,831,557 16.6 医業費用 28,116,524 105.5 26,016,387 113.9 2,100,137 8.1 

入院収益 17,453,299 15,123,008 2,330,291 15.4 給与費 13,320,109 50.0 13,082,252 57.3 237,857 1.8 

一般病床利用率 84.0％ 79.2％ 4.8pt      - 職員給与費 13,320,109 50.0 13,082,252 57.3 237,857 1.8 

1日平均患者数 546人 515人 31人 6.0 給料・手当 10,201,947 38.3 10,080,867 44.1 121,080 1.2 

延患者数 199,298人 187,853人 11,445人 6.1 法定福利費等 1,769,714 6.6 1,680,360 7.4 89,354 5.3 

診療単価 87,574円 80,504円 7,070円 8.8 退職給付費 492,135 1.8 449,947 2.0 42,188 9.4 

外来収益 8,470,763 7,127,816 1,342,948 18.8 賞与引当金繰入額 856,314 3.2 871,078 3.8 14,764△ 1.7△  

診療日数 242日        241日         1日        0.4 材料費 8,276,707 31.1 7,088,723 31.0 1,187,984 16.8 

1日平均患者数 1,368人 1,232人 136人 11.0 薬品費 5,881,698 22.1 4,898,027 21.4 983,670 20.1 

延患者数 331,012人 296,831人 34,181人 11.5 診療材料費 2,246,074 8.4 2,032,232 8.9 213,841 10.5 

診療単価 25,300円 23,756円 1,544円 6.5 給食材料費 119,132 0.4 111,481 0.5 7,651 6.9 

室料差額収益 726,512 600,197 126,315 21.0 医療消耗備品費 29,804 0.1 46,983 0.2 17,179△ 36.6△  

一般会計負担金 212,062 180,058 32,004 17.8 経費 4,028,325 15.1 3,690,655 16.2 337,670 9.1 

医業外収益 4,598,624 4,143,235 455,388 11.0 光熱水費 692,119 2.6 548,579 2.4 143,540 26.2 

一般会計負担金 247,162 314,186 67,024△  21.3△  修繕費 100,045 0.4 70,249 0.3 29,796 42.4 

一般会計補助金 595,876 563,493 32,383 5.7 賃借料 296,266 1.1 303,189 1.3 6,922△ 2.3△  

国庫・県補助金 2,038,197 1,628,238 409,959 25.2 委託料 2,374,577 8.9 2,175,672 9.5 198,904 9.1 

長期前受金戻入 1,011,299 993,784 17,515 1.8 その他 565,318 2.1 592,966 2.6 27,648△ 4.7△  

その他 706,090 643,534 62,555 9.7 研究研修費 53,345 0.2 47,993 0.2 5,352 11.2 

特別利益 2,378,153 154,885 2,223,269 1,435.4 減価償却費等 2,438,038 9.1 2,106,765 9.2 331,273 15.7 

医業外費用 1,472,523 5.5 1,343,196 5.9 129,327 9.6 

支払利息及び諸費 150,658 0.6 148,379 0.6 2,279 1.5 

長期前払消費税償却 147,407 0.6 143,462 0.6 3,945 2.7 

経常収支 1,872,213 185,268△ 2,057,482 控除対象外消費税 1,169,724 4.4 1,044,849 4.6 124,875 12.0 

817,113 1,243,006△  2,060,118 その他 4,734 0.0 6,506 0.0 1,772△ 27.2△  

医業収支 1,253,888△  2,985,308△  1,731,420 特別損失 6,844,502 25.7 806,838 3.5 6,037,664 748.3 

純損益 2,594,135△  837,221△ 1,756,914△  
※収益比（対医業収益比率）・・・各費用÷医業収益（一般会計繰入金を除く）

２　資本収支の状況 （単位：千円、税抜）

令和３年度 令和２年度 増△減 令和３年度 収益比 令和２年度 収益比 増△減

決算額 決算額 （％） 決算額 （％） 決算額 （％） （％）

1,477,366 1,867,106 389,740△  20.9△  2,043,526 2,463,729 420,203△  17.1△  

企業債 485,000 746,000 261,000△  35.0△  建設改良費 502,554 842,003 339,449△  40.3△  

927,499 991,029 63,530△  6.4△  施設整備工事費 - 44,630 44,630△ 皆減

国庫・県補助金その他 64,867 130,077 65,210△  50.1△  固定資産購入費 502,554 797,373 294,819△  37.0△  

企業債償還金 1,539,532 1,619,927 80,394△ 5.0△  

その他 1,440 1,800 360△ 20.0△  

資本的収支 566,161△ 596,623△ 30,463

1,493,660△  1,587,652△  93,992

３　一般会計繰入金の状況 （単位：千円、税抜）

令和３年度 令和２年度 増△減

決算額 決算額
（％）

一般会計繰入金 1,982,600 2,048,766 66,166△  3.2△  

収益的収入 1,055,101 1,057,737 2,637△ 0.2△  

資本的収入 927,499 991,029 63,530△  6.4△  

※各項目で四捨五入しているため、合計額が一致しない場合があります。

令和３年度　決算概要（市民病院）

※一般会計繰入金を除く資
本収支

市民病院事業
資本的支出

※一般病床利用率･･･延患者数÷（一般病床（624床）患者数×365日）　H24以降空
床利用以外の感染症病棟入院患者なし

※一般会計繰入金を除く経
常収支

市民病院事業
資本的収入

一般会計負担金等

参考１
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１　経常収支の状況 （単位：千円、税抜）
令和３年度 令和２年度 増△減 令和３年度 収益比 令和２年度 収益比 増△減

決算額 決算額 （％） 決算額 （％） 決算額 （％） （％）

9,394,292 8,403,159 991,133 11.8 8,507,268 146.1 8,239,659 151.2 267,609 3.2 

経常収益 9,378,397 8,400,752 977,645 11.6 経常費用 8,486,167 145.7 8,220,463 150.8 265,703 3.2 

医業収益 5,913,118 5,550,946 362,173 6.5 医業費用 7,998,970 137.4 7,729,503 141.8 269,467 3.5 

入院収益 5,260,245 4,909,298 350,947 7.1 給与費 4,524,895 77.7 4,429,496 81.3 95,398 2.2 

一般病床利用率 78.8％ 75.1％ 3.7pt      - 職員給与費 4,524,895 77.7 4,429,496 81.3 95,398 2.2 

1日平均患者数 236人 225人 11人 4.9 材料費 1,175,581 20.2 1,113,323 20.4 62,258 5.6 

延患者数 86,242人 82,221人 4,021人 4.9 薬品費 263,053 4.5 238,331 4.4 24,722 10.4 

診療単価 60,994円 59,709円 1,285円 2.2 診療材料費 807,614 13.9 775,549 14.2 32,065 4.1 

外来収益 508,039 482,778 25,262 5.2 給食材料費 96,778 1.7 95,121 1.7 1,658 1.7 

診療日数 242日        243日         1日△  0.4△  医療消耗備品費 8,136 0.1 4,323 0.1 3,813 88.2 

1日平均患者数 164人 159人 5人 3.1 経費 1,613,163 27.7 1,508,069 27.7 105,094 7.0 

延患者数 39,798人 38,647人 1,151人 3.0 光熱水費 225,050 3.9 202,474 3.7 22,576 11.1 

診療単価 12,765円 12,492円 273円 2.2 修繕費 68,824 1.2 31,949 0.6 36,875 115.4 

室料差額収益 54,790 58,055 3,265△ 5.6△  賃借料 82,579 1.4 81,977 1.5 602 0.7 

一般会計負担金 90,044 100,815 10,771△  10.7△  委託料 951,803 16.3 902,977 16.6 48,826 5.4 

医業外収益 3,436,716 2,819,904 616,812 21.9 その他 284,909 4.9 288,692 5.3 3,784△ 1.3△  

一般会計負担金 1,675,961 1,600,542 75,419 4.7 研究研修費 13,729 0.2 10,878 0.2 2,850 26.2 

一般会計補助金 236,809 231,933 4,876 2.1 671,603 11.5 667,736 12.3 3,867 0.6 

国庫・県補助金 804,563 443,539 361,025 81.4 医業外費用 439,936 7.6 441,524 8.1 1,588△ 0.4△  

長期前受金戻入 417,038 402,497 14,541 3.6 168,725 2.9 192,365 3.5 23,640△ 12.3△  

共通経費負担金 67,347 62,852 4,495 7.2 10,415 0.2 8,520 0.2 1,896 22.2 

その他 234,997 78,540 156,457 199.2 258,337 4.4 238,721 4.4 19,616 8.2 

研究助成収益 2,522 2,490 32 1.3 その他 2,459 0.0 1,919 0.0 540 28.2 

26,041 27,413 1,372△ 5.0△  医学研究費用 675 0.0 1,157 0.0 482△ 41.7△  

15,500 15,500 - - 46,585 0.8 48,279 0.9 1,694△ 3.5△  

一般会計負担金 10,541 11,913 1,372△ 11.5△  30,773 0.5 30,410 0.6 364 1.2 

特別利益 15,895 2,407 13,488 560.4 15,812 0.3 17,869 0.3 2,058△ 11.5△  

特別損失 21,101 0.4 19,196 0.4 1,905 9.9 

経常収支 892,231 180,289 711,942 
※収益比（対医業収益比率）・・・各費用÷医業収益（一般会計繰入金を除く）

1,121,125△  1,764,914△  643,790 

医業収支 2,085,852△  2,178,557△  92,705

純損益 887,024 163,500 723,524 

２　資本収支の状況 （単位：千円、税抜）
令和３年度 令和２年度 増△減 令和３年度 収益比 令和２年度 収益比 増△減

決算額 決算額 （％） 決算額 （％） 決算額 （％） （％）

1,264,898 1,386,791 121,894△  8.8△  1,839,773 1,992,771 152,998△  7.7△  

企業債 205,000 318,000 113,000△  35.5△  建設改良費 238,910 395,016 156,105△  39.5△  

990,970 985,981 4,988 0.5 施設整備工事費 88,460 150,395 61,936△ 41.2△  

国庫・県補助金その他 68,928 82,810 13,882△  16.8△  固定資産購入費 150,451 244,621 94,170△ 38.5△  

企業債償還金 1,600,863 1,597,755 3,108 0.2 

資本的収支 574,875△ 605,979△ 31,104

1,565,845△  1,591,960△  26,115

３　一般会計繰入金の状況 （単位：千円、税抜）

令和３年度 令和２年度 増△減

決算額 決算額 （％）

一般会計繰入金 3,004,325 2,931,184 73,141 2.5 

収益的収入 2,013,356 1,945,203 68,152 3.5 

資本的収入 990,970 985,981 4,988 0.5 

支払利息及び諸費

一般会計負担金等

※各項目で四捨五入しているため、合計額が一致しない場合があります。

脳卒中・神経脊椎セン
ター事業資本的支出

脳卒中・神経脊椎センター
事業資本的収入

※一般会計繰入金を除く資
本収支

※一般会計繰入金を除く経
常収支

減価償却費

令和３年度　決算概要（脳卒中・神経脊椎センター）

介護老人保健
施設費用

支払利息及び諸費

長期前払消費税償却

控除対象外消費税

介護老人保健
施設収益

減価償却費等

脳卒中・神経脊椎
センター事業収益

脳卒中・神経脊椎
センター事業費用

指定管理者負担金
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１　経常収支の状況 （単位：千円、税抜）
令和３年度 令和２年度 増△減 令和３年度 収益比 令和２年度 収益比 増△減

決算額 決算額 （％） 決算額 （％） 決算額 （％） （％）

4,757,155 5,277,937 520,782△  9.9△  4,287,367 - 5,130,454 - 843,087△  16.4△  

経常収益 4,757,155 5,271,514 514,358△  9.8△  経常費用 4,286,607 - 5,124,031 - 837,424△  16.3△  

医業収益 53,957 61,773 7,816△ 12.7△  医業費用 3,818,765 - 4,620,503 - 801,739△  17.4△  

入院収益 - - - - 給与費 11,900 - 11,697 - 203 1.7 

一般病床利用率 71.2％ 75.4％ 4.2pt△  - 職員給与費 11,900 - 11,697 - 203 1.7 

443人 466人 23人△ 4.9△  経費 3,222,322 - 3,064,818 - 157,504 5.1 

延患者数 161,686人 169,953人 8,267人△  4.9△  光熱水費 - - - - - -

診療単価 88,433円 84,768円 3,665円 4.3 賃借料 - - - - - -

外来収益 - - - - 委託料 - - - - - -

診療日数 242日        243日         1日△ 0.4△  交付金 3,211,979 - 3,056,636 - 155,343 5.1 

1日平均患者数 1,102人 1,031人 71人 6.9 その他 10,343 - 8,182 - 2,161 26.4 

延患者数 266,752人 250,606人 16,146人 6.4 584,543 - 1,543,988 - 959,445△  62.1△  

診療単価 16,524円 16,362円 162円 1.0 医業外費用 467,842 - 503,528 - 35,686△ 7.1△  

室料差額収益 - - - - 466,186 - 502,113 - 35,926△ 7.2△  

一般会計負担金 53,957 61,773 7,816△ 12.7△  524 - 524 - - -

医業外収益 4,703,199 5,209,741 506,542△  9.7△  1,131 - 891 - 241 27.0 

一般会計負担金 560,318 584,355 24,038△  4.1△  特別損失 760 - 6,423 - 5,663△ 88.2△  

一般会計補助金 4,777 6,273 1,496△ 23.8△  
※収益比（対医業収益比率）・・・各費用÷医業収益（一般会計繰入金を除く）

国庫・県補助金 2,903,258 2,738,391 164,867 6.0 

長期前受金戻入 611,548 1,257,429 645,881△  51.4△  

587,909 587,909 - -

共通経費負担金 9,000 9,000 - -

その他 26,389 26,383 5 0.0 

特別利益 - 6,423 6,423△ 皆減

過年度損益修正益 - 6,423 6,423△ 皆減

経常収支 470,549 147,483 323,066 

148,503△ 504,918△ 356,416 

医業収支 3,764,808△  4,558,730△  793,922 

純損益 469,789 147,483 322,306 

２　資本収支の状況 （単位：千円、税抜）
令和３年度 令和２年度 増△減 令和３年度 収益比 令和２年度 収益比 増△減

決算額 決算額 （％） 決算額 （％） 決算額 （％） （％）

1,561,728 1,840,216 278,488△  15.1△  1,999,753 2,264,250 264,496△  11.7△  

企業債 - 303,000 303,000△  皆減 建設改良費 1,750 303,016 301,266△  99.4△  

1,561,728 1,537,216 24,512 1.6 施設整備工事費 1,750 - 1,750 皆増

固定資産購入費 - 303,016 303,016△  皆減

企業債償還金 1,998,003 1,961,234 36,769 1.9 

資本的収支 438,026△ 424,034△ 13,992△  

1,999,753△  1,961,250△  38,504△  

３　一般会計繰入金の状況 （単位：千円、税抜）
令和３年度 令和２年度 増△減

決算額 決算額 （％）

一般会計繰入金 2,180,779 2,189,617 8,838△ 0.4△  

収益的収入 619,051 652,401 33,350△  5.1△  

資本的収入 1,561,728 1,537,216 24,512 1.6 

令和３年度　決算概要（みなと赤十字病院）

みなと赤十字病院
事業費用

指定管理者負担金

減価償却費等

みなと赤十字病院
事業収益

控除対象外消費税

支払利息及び諸費

長期前払消費税償却

※各項目で四捨五入しているため、合計額が一致しない場合があります。

※一般会計繰入金を除く資
本収支

※一般会計繰入金を除く経
常収支

みなと赤十字病院
事業資本的収入

一般会計負担金等

みなと赤十字病院
事業資本的支出
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減 価 償 却 費 等長期前受金戻入等
（新会計基準、
　　　　　　　　平成26年度～）

一 般 会 計 繰 入 金

政 策 的 医 療 交 付 金 等
政策的医療交付金

等

企 業 債 元 利 償 還

指 定 管 理 者 負 担 金

国や県からの補助金
そ の 他

そ        の        他

指 定 管 理 者 が
直 接 収 受 す る
利 用 料 金
(診療報酬収入等 )

入 院 収 益 ・
外 来 収 益 等

指 定 管 理 者 が
行 う 病 院 運 営
に 必 要 な 経 費

給 与 費 ・
材 料 費 等

指定管理者負担金

(収　入） （支　出） (収　入） （支　出）

みなと赤十字病院の収支の仕組み（利用料金制）

横浜市の病院事業会計 指定管理者
日本赤十字社の会計

市から
交付

利用料金制を導入しているため、

みなと赤十字病院を運営することで

発 生 す る 診 療 報 酬 収 入 等 及 び

病院運営に係る費用は、横浜市の

病院事業会計に計上されません。

充当

企 業 債 元 金 償 還
に 係 る 繰 入 金 等
を 減 価 償 却 費 に
合 わ せ て 収 益 化

※指定管理者負担金の考え方

指定管理者負担金については、仮に民間病院が、現在のみな

と赤十字病院と同規模の病院を建設した場合にかかる建設費用

を平均建築単価から算出した上で、減価償却費相当分として金

額を決定したものです。

また、当該病院の医業収益が標準医業収益額を上回った場合

には、上回った額の10分の１を指定管理者負担金に加算します。

病院事業会計においては、基本的に、指定管理者負担金を企

業債の償還財源に充てています。

※現金支出を伴わない減価償却費等を除く資金収支においては、収支がほぼ均衡する仕組みです。

超過収益
の10％

指定管理者負担金のイメージ図

標準医業収益

指定管理者
負担金

みなと赤十字病院
医業収益

０

減価償却費相当額
5億8,791万円（税抜)



【参考】横浜市立病院経営評価委員会について

１ 設置の目的 

横浜市立病院の経営状況の点検・評価と、市民病院の再整備に関する意見の聴取等を行

うため、横浜市立病院経営評価委員会を設置 

また、脳血管医療センター（当時）の病院名称について検討するため、第４回横浜市立

病院経営評価委員会において脳血管医療センター名称部会を設置 

 

 

 

 

 

 

 

２ 委員構成 

【経営評価委員会】 

氏名 役職等 備考 

委員長 田中
た な か

  滋
しげる

埼玉県立大学 理事長 

委員 

黒木
く ろ き

 淳
まこと

横浜市立大学大学院 データサイエンス研究科 准教授 

渋谷
し ぶ や

 明隆
あきたか

 北里研究所 常任理事 

髙
たか

田
た

 礼子
あ や こ

 聖マリアンナ医科大学 予防医学教室 主任教授 

長野
な が の

 広
ひろ

敬
ただ

 神奈川県看護協会 会長 

水野
み ず の

 恭一
きょういち

 横浜市医師会 会長 

渡邉
わたなべ

 眞
ま

理
り

湘南医療大学 保健医療学部看護学科 教授 

横浜市病院事業の設置等に関する条例（抜粋）

（附属機関）

第 8条 法第 14 条の規定に基づき、別表の中欄に掲げる担任事務を行うため、それぞれ同表の左欄

に掲げる附属機関を置く。 

2 附属機関の委員(臨時委員、専門委員その他これらに準ずる委員を除く。)の定数は、別表の右欄

に掲げる委員の定数のとおりとする。 

3 前項に定めるもののほか、附属機関の組織及び運営に関し必要な事項は、病院事業管理者が定め

る。 

別表(第8条第1項及び第2項) 

附属機関 担任事務 委員の定数 

横浜市立病院経営評価委員会 病院の経営状況の点検、評価その他病院事

業管理者が必要と認める事項についての調査

審議に関する事務 

10人以内 

参考２
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【脳血管医療センター名称部会】 

氏名 役職等 

委員長 藤井
ふ じ い

  清
きよ

孝
たか

 学校法人北里研究所理事長 

委員 

篠原
しのはら

 弘子
ひ ろ こ

 公益社団法人神奈川県看護協会会長 

林
はやし

 貞三
ていぞう

 横浜市磯子区連合町内会長会監事 

古谷
ふ る や

  正博
まさひろ

 社団法人横浜市医師会会長 

吉井
よ し い

 宏
ひろし

公益社団法人横浜市病院協会会長 

※ 役職等については、部会設置時のもの

３ 開催状況 

【経営評価委員会】 

第１回横浜市立病院経営評価委員会（平成 25 年５月 15 日） 

横浜市立３病院視察（平成 25 年７月 23 日、８月６日、８月８日） 

第２回横浜市立病院経営評価委員会（平成 25 年８月 26 日） 

第３回横浜市立病院経営評価委員会（平成 25 年 11 月 25 日） 

第４回横浜市立病院経営評価委員会（平成 26 年２月 19 日） 

第５回横浜市立病院経営評価委員会（平成 26 年５月 26 日） 

第６回横浜市立病院経営評価委員会（平成 26 年７月 30 日） 

第７回横浜市立病院経営評価委員会（平成 27 年５月 20 日） 

第８回横浜市立病院経営評価委員会（平成 27 年８月 17 日） 

第９回横浜市立病院経営評価委員会（平成 27 年 11 月 18 日） 

第 10 回横浜市立病院経営評価委員会（平成 28 年６月６日） 

第 11 回横浜市立病院経営評価委員会（平成 28 年９月６日） 

第 12 回横浜市立病院経営評価委員会（平成 29 年５月 12 日） 

第 13 回横浜市立病院経営評価委員会（平成 29 年８月 22 日） 

第 14 回横浜市立病院経営評価委員会（平成 30 年８月９日） 

第 15 回横浜市立病院経営評価委員会（平成 31 年１月 11 日） 

第 16 回横浜市立病院経営評価委員会（平成 31 年２月 28 日） 

第 17 回横浜市立病院経営評価委員会（令和元年８月５日） 

第 18 回横浜市立病院経営評価委員会（令和２年８月４日） 

第 19 回横浜市立病院経営評価委員会（令和３年８月 10 日） 

第 20 回横浜市立病院経営評価委員会（令和４年８月３日） 

91





市立３病院新型コロナウイルス感染症対応 

 点検・評価意見 回答 

３

病

院

共

通 

・報告書を拝見する限り、市立 3 病院

とも新型コロナウイルス感染症に十

分に対応されていると評価します。

一方で、感染のピーク時の患者受け

入れについて、県や市などの感染症

対策本部との連携、医師会との連携、

個々の医療機関、あるいは発熱外来

などへの来院患者の受け入れなどに

課題はなかったでしょうか。この夏

にも第 7 波が懸念されていることか

ら、オペレーションや人員配置など

の点検をお願いします。 

・市民病院 

・神奈川県より病床確保フェーズ変更の

連絡を受けてからの迅速な対応、救急診療

科医や病床管理室等が連携したスムーズ

な受入れ、感染症専門医・感染管理室等に

よる研修活動を通した地域関係機関との

連携などにより、新型コロナウイルス感染

症患者の受入れに係る運用は整理されて

います。 

また、次の流行期に備え、受入検討体制

の確立や予め手術予定枠制限の計画を立

てるなどの対応を行っています。 

 

・脳卒中・神経脊椎センター 

・令和３年１月から最大 20 床の専用病棟

を確保しており、令和４年度に入ってから

も疑い患者も含めた患者の受入れを継続

しています。したがいまして、専用病棟に

おいて最大 20 床までは、これまでどおり

患者の受入れは可能と考えています。 

1



市立３病院新型コロナウイルス感染症対応 

・みなと赤十字病院

・当院は神奈川モデル認定医療機関とし

て新型コロナウイルス感染症患者の重症

度に応じた入院管理や退院基準を満たし

た患者の入退院管理を行っています。 

また、県や横浜市と受入れや空床情報、

転院などを報告、共有するシステムを用い

て、行政や地域と連携して対応していま

す。 

過去の感染ピーク時は、コロナ以外の救

急患者を含め遠方から当院への救急車受

入要請が多く増加しました。 

他院で断りのあった患者の受入も多く

行いましたが、不応需も多く発生しまし

た。個々の病院が県や市などの連携を密に

行っていても、パンデミック時の救急搬送

困難については一病院のみで解決できる

問題ではなく、地域全体の医療提供体制の

問題として考える必要があります。 

横浜市医療調整本部（Y-CERT）へ引き続

き医師を派遣し、地域医療の課題解決と医

療の連携を担っていきます。 

感染拡大状況に応じ、あらかじめ設定した

オペレーションにより病床や人員の調整

を行って対応します。 

・継続した患者受け入れのための職員

支援についてですが、全面的に患者

対応にあたる看護部門への支援体制

として、他部門からの協力や清掃等

の業者委託などはどのような状況だ

ったでしょうか？

・市民病院

・令和３年度は、地域の感染状況や病床確

保フェーズを踏まえ、一般病棟等を一部閉

鎖することにより応援体制を構築しまし

た。 

清掃については、感染管理室を中心とし

て、感染防止に係る清掃の方針を整理し、

一時は部門の看護師に加え、看護部門の管

理者も清掃・消毒作業に対応しました。患

者対応を含め、負担が大きくなってきたこ

とから、清掃委託業者に指導・教育を行い

つつ、清掃・消毒作業をお願いしています。 

・報告書を拝見する限り、市立 3

病院とも新型コロナウイルス感

染症に十分に対応されていると

評価します。一方で、感染のピー

ク時の患者受け入れについて、県

や市などの感染症対策本部との

連携、医師会との連携、個々の医

療機関、あるいは発熱外来などへ

の来院患者の受け入れなどに課

題はなかったでしょうか。この夏

にも第 7 波が懸念されているこ

とから、オペレーションや人員配

置などの点検をお願いします。 
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市立３病院新型コロナウイルス感染症対応 

・脳卒中・神経脊椎センター 

・患者と直接対応する機会の多い看護師

等の職員に対しては、感染管理認定看護師

が現場からの感染対策に関する疑問、質問

に対応するとともに、病院としてメンタル

ヘルスに関する相談窓口やサポートガイ

ド等を周知しました。 

また、院内保育園の一時利用や家庭内感

染を心配する職員のための宿舎の提供（必

要家電の設置を含む）、通勤手段の配慮（公

共交通機関から自家用車への変更許可）に

も対応しました。 

専用病棟の清掃については、通常清掃と

は別に特殊清掃の業務委託契約を締結し

適切に実施しました。また、患者及び職員

を対象としたＰＣＲ検査に係る業務委託

も増額して対応しました。 

その他、感染症対策に必要な消耗品・備

品については、新型コロナウイルス感染症

関連の補助金等も活用しながら必要量を

購入、確保しました。 

・継続した患者受け入れのため

の職員支援についてですが、全面

的に患者対応にあたる看護部門

への支援体制として、他部門から

の協力や清掃等の業者委託など

はどのような状況だったでしょ

うか？ 
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市立３病院新型コロナウイルス感染症対応 

・みなと赤十字病院 

・医療スタッフの負担を軽減するため、ク

ルーズ船対応当初から、新型コロナウイル

ス感染症関連患者の救急車から救急外来

への誘導は事務職員が実施しています。

（患者さんを搬送してきた救急隊員と患

者さんの荷物はウイルスの付着が疑われ

るため、感染管理のために事務職員が誘導

しています。） 

また、救急外来や一般外来から入院する

時や病室から検査等で院内を移動する時

も、事務職員が看護師に同行して荷物の搬

送や通路の確保を行っています。搬送に使

用したストレッチャー等の消毒も事務職

員が実施し、その時間を看護師が患者さん

の看護に費やせるようにしています。 

クルーズ船対応時から新型コロナウイ

ルス感染症蔓延当初は、清掃委託会社が新

型コロナウイルス感染症対応病室の清掃

を実施しなかったため、病床確保と病棟職

員の負担軽減のために事務職員が平日・休

日問わず交代で病室清掃を行ってきまし

た。現在、清掃委託会社の対応範囲は拡大

しましたが、それでも条件によっては対応

できないことがあり、その場合は現在も事

務職員が病室清掃に当たっています。（患

者誘導、清掃の当番表を毎月作成し、事務

部門全体で対応しています。） 

 

・継続した患者受け入れのため

の職員支援についてですが、全面

的に患者対応にあたる看護部門

への支援体制として、他部門から

の協力や清掃等の業者委託など

はどのような状況だったでしょ

うか？ 
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市立３病院新型コロナウイルス感染症対応 

・従事者の過労防止、過大なメンタル

ストレスによる休職や離職の防止のた

めに、経営陣としては何に気を配って

こられたのか、具体的な方策をどのよ

うになさってきたのでしょうか。 

 

・市民病院 

・最前線で対応する現場の過労防止・メン

タルヘルスについては、病院としての重点

取組事項として捉えています。具体的な取

組としては、院内の産業医や神経精神科医

師、心のケアを担う専門看護師、臨床心理

士の４名による「病院職員こころのサポー

トチーム」を構成し、職員からの相談への

対応や、ストレスに関する対処方法等の情

報発信を行っています。 

また、新型コロナウイルス感染症患者を受

け入れている病棟に勤務する全ての看護

師に対し、面談を実施するなど、心の健康

を維持するための取組を積極的に進めて

います。 

 

・脳卒中・神経脊椎センター 

・医師については、呼吸器内科や感染症内

科の常勤医がいない中、平日は内科系医師

を中心とした週替わりのチームが、休日・

時間外は病棟当直医が、それぞれ患者の受

入れに対応することとし、患者と直接対応

する機会が多い看護師についても特定の

職員に業務負担が偏ることのないよう配

置を工夫するなど、業務負担の軽減・均分

化に努めてきました。 

また、感染管理認定看護師が現場からの

感染対策に関する疑問、質問に適宜対応す

るとともに、病院としてメンタルヘルスに

関する相談窓口やサポートガイドを周知

するなど、職員が一人で悩みを抱え込まな

いよう配慮してきました。 
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市立３病院新型コロナウイルス感染症対応 

・みなと赤十字病院 

・過労防止については、毎月、労働安全衛

生委員会で職員の時間外労働を集計し、月

80 時間を超える職員に産業医面談の案内

を行い、所属上長にも通知して注意喚起し

ております。今年度から、「働き方改善推

進委員会」を設置し、医師だけでなく職員

全体の働き方改革に取り組んでいます。 

メンタルケアについては、院内相談窓口

を設け、産業医・精神科医・公認心理師・

衛生管理者等がいつでも相談に応じる体

制をとっており、入職時オリエンテーショ

ンでも説明しております。また、精神科部

と協力し全職員向けに「ストレスマネジメ

ント」スライド資料を公開し、ストレスへ

の対処法の啓発活動も積極的に行ってい

ます。 

COVID-19 対応者のためのストレスチェ

ックリストを作成し、チェックが多い場合

には産業医等の面談を受けられる案内も

しており、未然にメンタルダウンを防止す

る努力を行っています。加えて、毎年スト

レスチェックを実施し、高ストレス者には

産業医面談の機会を与え、メンタルダウン

の防止に努めております。 

万が一、メンタル不調で休職してしまっ

ても、当院の「心の健康問題による休業お

よび復職に関する規程」に則り、復職検討

委員会がサポートを行い、復職プログラム

を作成し、試し出勤などの評価を行い、円

滑な復職支援を行っております。 

 

 

 

 

 

 

・従事者の過労防止、過大なメン

タルストレスによる休職や離職

の防止のために、経営陣としては

何に気を配ってこられたのか、具

体的な方策をどのようになさっ

てきたのでしょうか。 
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市民病院 

 点検・評価意見 回答 

医

療

機

能

の

充

実 

・新型コロナウイルス感染症に柔軟にか

つ十分に対応しながら、がんや心臓血管

系の手術など高度急性期医療にも対応

しており、手術件数も増えているが、自

己評価で総合的ながん医療や心血管系

手術などが C評価になっている。目標設

定が高すぎるのでしょうか。 

・目標値は、再整備による機能拡充を踏

まえて、現行プラン策定時に計画したも

のであり、新型コロナウイルス感染症に

よる影響を勘案していません。 

次期プランでは、実態を踏まえた調整が

必要と考えています。 

・ゲノム医療連携病院として遺伝子パネ

ル検査の増加、遺伝カウンセリングの診

療体制の整備が記載されていました。遺

伝カウンセリングの診療体制とは具体

的には、どのような体制でしょうか。ま

た外来看護師等との連携はどのように

実施されているのでしょうか。 

 

・遺伝カウンセリングの診療は、一般社

団法人日本人類遺伝学会・一般社団法人

日本遺伝カウンセリング学会認定の臨

床遺伝専門医が対応しています。令和３

年度においては、当専門医を１人増員

（２人体制）し、患者及びその親族など

を支援する体制を拡充しました。 

令和３年９月から、がんの専門看護師や

認定看護師等による「がん看護外来」を

本格的に開始しており、医師が検査結果

を患者に伝える際に、希望に応じて当外

来の看護師が同席し、今後の治療方針や

遺伝カウンセリングに関する相談にお

いて主治医を補助するとともに、患者の

精神面での支援を行っています。 

・新型コロナウィルス感染患者の受入が

あり、仕方のない部分も多かったと思い

ます。もし期中で目標値を修正できたと

すれば、どの程度の受入数が最適な値で

あったと思いますか。 

・新型コロナウイルスの感染状況やその

対策が刻々と変化する中で、目標値を修

正することが難しい状況にありました。 

そういった状況においても、当初掲げた

目標があったからこそ、新型コロナウイ

ルス感染症医療と高度急性期医療を両

立できたと考えております。 

7



市民病院 

・地域医療の項目にも関わりますが、感

染患者受入のために他の患者に影響が

出たのではないかと思います。その対応

はどのようにされておりましたでしょ

うか。また今後の診療に影響しそうでし

ょうか。 

・新型コロナウイルス感染症の重症・中

等症患者を受け入れるため、病院全体

で、最大 72 床の受入病床を確保したほ

か、人員応援のために一般病棟の一部を

閉鎖しました。 

ベッド満床等により、一般の患者さん

を十分に受け入れることができない時

期もありましたが、早期離床・社会復帰

の推進及び病床管理の徹底により、稼働

病床が少ない中でもより多くの高度急

性期医療を必要とする患者さんを受け

入れました。 

地

域

医

療

全

体

へ

の

貢

献 

・（PFM の推進について）患者の転出先の

施設や医療機関からの要望はいかがで

しょうか。 

・転出先の介護施設や医療機関には令和

３年度に 14 か所訪問しました。また、

連携が深い近隣の介護老人保健施設、医

療機関の８事業所による「老健と病院の

情報交換会」も開催し、直接ご要望をお

聞きしています。特に令和３年度は

COVID-19 の転院受入れにつきまして、

厚く御礼を申し上げました。 

連携機関からは解決すべき課題とい

うものは特に指摘をいただいておらず、

患者家族の意向と連携機関の機能・特性

を理解しながら、引き続き顔の見える関

係を基礎に適切に PFM を推進していき

たいと考えております。 

・臨床研修マッチング全国 2 位とはすば

らしいが、その秘訣は何でしょうか。 

・当院主催の説明会だけでなく、民間企

業主催の説明会への参加、通年での病院

見学の実施など、基本的なことを少しず

つ積み上げてきた結果であると考えて

います。また、２年目の研修医が１年目

の研修医に熱意を持って指導する体制

が当院では伝統的に培われており、研修

医間の絆が強く仲間とともに成長でき

る環境が整っています。こういったこと

が、全国各地から集まっている初期研修

医から後輩へ口コミで伝わっている影

響が大きいと思われます。 
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市民病院 

・退院支援においてのオンライン形式に

よるカンファレンスは工夫点だと思い

ました。オンライン形式のカンファレン

スでの個人情報の取り扱いは、どのよう

な取り組みがされたのでしょうか。 

・オンラインのカンファレンスは

「Zoom」を活用しています。個人情報保

護の観点から、申込は当院のホームペー

ジから行う方法としており、申込者にの

みミーティング ID・パスコードを連絡し

ています。 

オンラインカンファレンスでは、基本

的に、画面上で患者さんの個人情報はや

り取りせず、支援に必要な情報のみやり

取りしています。また、参加者に対し、

録画・録音・画面撮影や流用等の禁止の

呼びかけなど、患者の個人情報を厳重に

保護するよう努めております。 

・臨床実習生受け入れ人数が目標を上ま

っていましたが、コロナ禍でどのような

工夫をされたのでしょうか。 

 

・当院の感染管理室と必要に応じて連携

したうえで、当院連携施設や各大学等か

ら臨床実習を積極的に受け入れました。 

事前の渡航歴確認や検温・手指消毒等を

徹底するなどの感染対策を行い、可能な

限り臨床実習を希望する学生を受け入

れました。 

・市民病院が連携を取るべき医療機関・

介護事業所種別としては、どれを重視し

ておられるのでしょうか。例えば、回復

期病床、地域ケア病床、介護医療院、診

療所、特に在宅医療を行う診療所、老人

保健施設、訪問看護ステーションなど。 

 

・入院前後において、看護師やソーシャ

ルワーカー等が患者の生活状況を聞き

取るとともに、入院中に多職種で患者の

退院先を議論し、最適な連携先を選択し

ています。 

その際に、日常生活自立度の改善を目

的とした回復期病床への早期転院や、患

者が最終的に在宅復帰することを念頭

に置いた訪問診療医及び訪問看護ステ

ーション等との連携を重視しています。 

・現実の連携先は上の質問でお尋ねした

「重視すべき」と想定される機関と大体

一致しているとお考えですか？ 

・上記の通り、患者が住み慣れた地域へ

帰ることを意識しているため、概ね一致

しています。 
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市民病院 

経

営

力

の

強

化 

・医師の働き方改革への準備状況及び進

捗状況について教えていただきたい。 

・2024 年度からの本格実施に向け、市民

病院に求められる安全で良質な医療の

提供を前提に、働き方改革を進めていま

す。特に、夜間・休日の勤務体制につい

て、効率的かつ最適な体制の再構築を進

めています。 

 小児科、救急診療科の完全勤務化と並

行して、今年１月から全診療科の医師に

対して勤務実態調査を行い、定期的な意

見交換会を経て、３月から集中治療部門

の体制再編、８月から内科ラインの再構

築を進めています。 

同時に、管理部に産業衛生を専任とする

保健師を雇用・配置し、職員の健康を管

理するための体制を強化したほか、超過

勤務の多い医師に対して、問診票の提出

の義務化と産業医面談の勧奨を行い、院

内の健康措置・衛生管理体制を確立して

います。 

・患者満足度について、入院が 3.0 ポイ

ント下がった項目とその分析ができて

いれば説明願います。 

 

・入院患者満足度は「この病院を親しい

方に勧めようと思いますか」という一つ

の設問を総合的な満足度の項目として

います。 

低下の理由としては、新型コロナウイ

ルス感染症に対応するため、一部の病棟

閉鎖に伴う病棟の変更や患者・家族の面

会制限等の影響が考えられます。 

・患者満足度で入院患者の評価項目が低

下していますが、施設面、接遇面以外の

要因は何だったのでしょうか。今後の取

り組みの参考になると思います。 

・低下の理由としては、新型コロナウイ

ルス感染症に対応するため、一部の病棟

閉鎖に伴う病棟の変更や患者・家族の面

会等の影響が考えられます。 

・外来患者満足度が上昇した要因（工夫

点や取り組みは）何だったのでしょう

か。 

・外来患者満足度向上の要因としては、

昨年度、案内表示の改修を行ったこと等

による施設面の向上など、新病院移転後

も継続して患者さんの利便向上に向け

た取組を行った点が評価されたものと

考えられます。 
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市民病院 

・新卒看護師の多くは、学生時に臨地実

習が制限されていたと思われますが、そ

のことについての教育支援はどのよう

なことだったでしょうか。 

・令和３年度は、人数調整等の感染防止

策を行いつつ、予定どおり集合型実習を

実施しました。 

市民病院は新型コロナウイルス感染

症が流行する以前から PNS を採用し、

新卒看護師と先輩看護師がペアを組ん

で業務にあたっていく OJT で対応して

います。また、看護師間でのコミュニケ

ーションを円滑にするため、各部門の教

育委員から新卒看護師の状況について

看護部で情報集約し、教育担当師長がメ

ンタルサポート等のフォローを行いつ

つ、先輩看護師へ新卒看護師の心情・状

況等についてフィードバックを行いま

した。 

・患者満足度について、入院では総合評

価が前年度と比較して3.0ポイント下回

ったとのことであるが、要因はどのよう

に考えているのか教えていただきたい。 

・低下の理由としては、新型コロナウイ

ルス感染症に対応するため、一部の病棟

閉鎖に伴う病棟の変更や患者・家族の面

会等の影響が考えられます。 

・コロナ関連補助金が減少あるいは停止

となっても黒字を維持できるかどうか

のシミュレーションは実行されておら

れますか？ 

・概算ではありますが、コロナ関連補助

金に加え、臨時的な診療報酬の取扱いに

よる増額の内容を把握し、補助金の受入

れや診療報酬の増額がない場合におい

て目標となる新規入院患者数の試算を

行っています。 
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脳卒中・神経脊椎センター 

 点検・評価意見 回答 

医

療

機

能

の

充

実 

・収益事業である脳ドック受診者数が大

きく落ち込んでいるのは、コロナ禍だけ

によるのか、検討を要する。 

・令和３年度は、脳ドックのパンフレッ

トの見直しを行うとともに、過去に脳ド

ックを受診していて定期的な経過観察

が必要な方に対し、受診勧奨の手紙を送

付するなどの取組を行いました。 

このような取組の結果、標準ドック及

びＭＲドックの実施件数は 153 件で、前

年度の同件数を維持しましたが、新型コ

ロナウイルス感染症の影響による受診

控えもあったものと考えています。 

また、バス事業者が受診する脳ドッグ

について、バス事業者が脳ドックよりも

新型コロナウイルスワクチン接種を優

先させたため 12 件と大幅に減少（対前

年度△73 件）しました。 

・回復期リハビリテーション病棟の１日

当たりの入院患者数についての今後の

取り組みは、どのようなことを検討して

いるのでしょうか。 

・回復期リハビリテーション病棟につい

ては、引き続き、リハビリテーション科

の医師だけでなく、整形外科等の医師が

主治医となって急性期の治療が終了し

た患者の受入れに取り組み、入院患者数

の増加を図ります。 

また、他の医療機関、特に地域連携担

当部署に集中的に訪問活動を行い、紹介

患者の増加を図ります。 

 

・新規の臨床研究・治験件数の自己評価

が厳しいように思いましたが、B 評価で

も良いのではないでしょうか。何かもし

理由があればご教示ください。 

・令和３年度の新規の臨床研究・治験件

数は 28 件で、前年度よりも 10 件多く、

ほぼ令和元年度（31 件）と同水準を実施

していますが、目標の 30 件に対しては

△6.7％下回っているため、評価の基準

に厳密に従いＣ評価としました。 
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脳卒中・神経脊椎センター 

地

域

医

療

全

体

へ

の

貢

献 

・臨床実習生の受け入れ人数が目標より

上まっていました。コロナ禍での実習生

受け入れに関する工夫点はどのような

ことだったでしょうか。 

・令和３年度は、新型コロナウイルス感

染症に対する知見を得て感染対策が向

上したことにより、コロナ禍であっても

積極的な受け入れが可能であるとのマ

インドが醸成されたことが大きく影響

したと考えています。 

 

・サブアキュート、ポストアキュートそ

れぞれの予後はどうであったか（例えば

退院後 3 か月目、6 か月目）についての

統計は把握しておられるのでしょうか。 

・退院後に医療的ケアなどが必要となる

患者には、サブアキュート、ポストアキ

ュートでの受入に関わらず、退院前に地

域の医療従事者とカンファレンスを実

施するとともに、患者退院後には、緊急

時に当院で受け入れられるよう、地域の

医療従事者との連携づくりに努めてい

ます。 

なお、現在のところ、患者退院後の予

後に関する統計は把握できていません。 

 

・地域の介護事業所従事者に対する研修

なども行われているのでしょうか。 

・介護事業所向け研修会ではありません

が、従来から実施しているリハビリテー

ション交流会においては、地域の介護事

業所に在席しているセラピストやケア

マネージャーが参加し、意見交換や情報

共有を行っています。 
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脳卒中・神経脊椎センター 

経

営

力

の

強

化 

・赤字体質を脱却できそうですか。 ・「発症から回復期まで一貫した治療」を

行うという当院の開設コンセプトは、も

ともと費用に見合う収益を確保するこ

とは困難であり、近年の診療報酬改定も

当院にとっては逆風ではありますが、令

和３年度は、新型コロナウイルス感染症

患者を幅広く受け入れて公立病院とし

てのプレゼンスを発揮しながら、新規入

院患者、手術件数等の増加による増収を

実現することができましたので、増収を

基調とした改善が実を結びつつあると

考えています。 

今後も、専門医療を行う病院としての

医療資源を最大限有効に活用し、より高

度な治療を要する患者を可能な限り多

く受け入れることで収益のさらなる増

加を図りながら、一方で費用の増加は一

定程度に抑制し、赤字からの脱却を実現

したいと考えています。 

 

・医師の働き方改革への準備状況につい

てお聞かせいただきたい。 

 

・当院では、昨年度から各診療科の医

師等で構成する「医師の働き方改革プ

ロジェクト」を立ち上げました。本プ

ロジェクトでは、医師の働き方改革に

対する認識をメンバーで共有するとと

もに、医師の長時間労働是正に関する

取組を検討しています。 

昨年度は計６回実施し、３月には医

師数名に対して一日の勤務実態調査を

行いました。 

現在は、正規の医師全員に対して一

週間の勤務実態調査を行っています。 

今後は、その調査結果を参考に、タスク

シフト・タスクシェアなど長時間労働是

正に関する具体策を検討・実施していく

予定です。 
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脳卒中・神経脊椎センター 

・患者満足度（外来・入院）・職員満足度

いずれも C 評価ですが、低い項目と理由

の分析について説明願います。 

・満足度調査については、将来的に他の

医療機関も含めたベンチマーク分析を

容易なものとするため、公益財団法人日

本医療機能評価機構が実施している満

足度調査に移行したいと考えています。

令和３年度は、その過渡期として、同機

構の調査項目を採用して満足度調査を

実施しましたので、当初目標及び前年度

までの実績と単純に満足度の割合を比

較し評価することが難しい面がありま

す。 

ただし、今回の調査結果から、患者に

ついては、入院時の食事の内容、院内施

設（病院、トイレ、浴室、売店など）の

使いやすさ、外来診療における待ち時間

などにおいて、また職員については、努

力や成果に対する適正な評価、自分の仕

事に対するやりがいや誇りなどにおい

て、それぞれ不満足度が上昇しているこ

とが分かっています。 

これらの課題は、人員や経費の制約を

伴うものでもありますが、組織横断的な

プロジェクトの場などを通じて職員の

意見を広く採り入れながら改善活動に

取り組むとともに、令和４年度以降の調

査結果について他病院との比較も含め

十分な分析を行い、さらなる改善活動に

繋げていきたいと考えています。 
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脳卒中・神経脊椎センター 

・患者満足については、可能な範囲で下

回った項目より、推測できるものがあれ

ば説明願いたい。 

・満足度調査については、将来的に他の

医療機関も含めたベンチマーク分析を

容易なものとするため、公益財団法人日

本医療機能評価機構が実施している満

足度調査に移行したいと考えています。

令和３年度は、その過渡期として、同機

構の調査項目を採用して満足度調査を

実施しましたので、当初目標及び前年度

までの実績と単純に満足度の割合を比

較し評価することが難しい面がありま

す。 

ただし、今回の調査結果から、入院時

の食事の内容、院内施設（病院、トイレ、

浴室、売店など）の使いやすさ、外来診

療における待ち時間などにおいて不満

足度が上昇していることが分かってい

ます。 

これらの課題は、人員や経費の制約を

伴うものでもありますが、組織横断的な

プロジェクトの場などを通じて職員の

意見を広く採り入れながら改善活動に

取り組むとともに、令和４年度以降の調

査結果について他病院との比較も含め

十分な分析を行い、さらなる改善活動に

繋げていきたいと考えています。 
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脳卒中・神経脊椎センター 

・医業収入目標が達成され、取り組みの

成果だと思いました。新型コロナウイル

ス感染関連の補助金を除いた今後の取

り組みの方針を教えてください。 

・当院の経営改善の基本方針は、より高

度な治療を要する患者をより多く受け

入れ、増収を図ることにあります。した

がって、今後も専門医療を行う病院とし

ての医療資源を最大限有効に活用し、

「断らない救急」の実践はもとより、地

域医療機関等との連携や外来機能の強

化によって予定入院・予定手術の割合を

増やすなどといった取組により、より多

くの患者を受け入れ、収益のさらなる増

加を図ります。 

また、病院の広報や患者サービス、職

員の意欲の向上、その他潜在的なものも

含め、当院は様々な経営課題を抱えてい

ますが、これに対しては、職種の垣根を

超えた組織横断的なプロジェクトチー

ムを立ち上げ、病院全体でこれらの課題

を共有化しつつ優先順位付けを行い、強

力な推進力をもって解決を図っていき

たいと考えています。 

・患者満足度の低下の要因として、質問

項目、選択肢の変更以外の要因はどのよ

うに評価されたでしょうか。 

・質問項目の変更を行ったため、目標や

過去の実績と満足度の割合を単純に比

較し評価することが難しい面がありま

すが、今回の調査結果から、入院時の食

事の内容、院内施設（病院、トイレ、浴

室、売店など）の使いやすさ、外来診療

における待ち時間などにおいて不満足

度が上昇していることが分かっていま

す。 

これらの課題は、人員や経費の制約を

伴うものでもありますが、組織横断的な

プロジェクトの場などを通じて職員の

意見を広く採り入れながら改善活動に

取り組むとともに、令和４年度以降の調

査結果について他病院との比較も含め

十分な分析を行い、さらなる改善活動に

繋げていきたいと考えています。 
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脳卒中・神経脊椎センター 

・職員満足度については目標を達成でき

ていないが、アクションプランに記載さ

れている満足度調査結果を踏まえた業

務改善の状況について、もう少し詳細に

教えていただきたい。 

 

満足度調査の結果を受け、当院では、 

・外来看護師、薬剤師の勤務体制を当直

制から２交替勤務に変更 

・医師の負担軽減に向け、タスクシフト

／シェアを推進するため、特定行為研

修に看護師を派遣 

・医師事務作業補助者による診断書作成

支援の対象診療科を２科（循環器内

科、精神科）追加 

といった取組を行いました。 

今後も引き続き、組織横断的なプロジ

ェクトの場などを通じて職員の意見を

広く採り入れながら改善活動に取り組

むとともに、令和４年度以降の調査結果

について他病院との比較も含め十分な

分析を行い、さらなる改善活動に繋げて

いきたいと考えています。 

 

・コロナ後もこのような状況が続きそう

でしょうか。 

 

・当院の開設コンセプトや近年の診療報

酬改定の内容から、当院を取り巻く経営

環境は非常に厳しい状況にあると認識

していますが、新型コロナウイルス感染

症関連の補助金に依存せずに経営を持

続させるため、より高度な治療を要する

患者をより多く受け入れ、さらなる増収

を図ることを基本に、安定した経営基盤

を確立したいと考えております。 

 

・コロナ関連補助金が減少あるいは停止

となっても黒字を維持できるかどうか

のシミュレーションは実行されておら

れますか？ 

 

・新型コロナウイルス感染症関連の補助

金に依存せずに経営を持続させるため、

令和３年度及び過去の決算における実

績、令和４年度の診療報酬改定の内容等

を踏まえ、院内において、増収を基調と

した様々な検討・検証を進めているとこ

ろです。 
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みなと赤十字病院 

 点検・評価意見 回答 

み

な

と

赤

十

字

病

院

の

指

定

管

理

業

務 

・コロナ感染患者への対応、全国トップ

クラスの救急車受け入れなど高く評価

できる。コロナ補助金を受領して経常収

支が大きく黒字化しているが、逆に医療

収支が悪化している要因は何か。補助金

がなくなった時に経営状況が悪化しな

いでしょうか。 

・医業収支の悪化要因について、コロナ

第５波の際には、一般病床を縮小するな

ど通常医療を一部制限して対応したこ

とにより入院患者数が落ち込んだこと

による影響が大きいと考えます。 

経営状況について、令和４年度は新型

コロナウイルス感染症対応と一般診療

の継続を両立することを病院全体の方

針に掲げています。 

また、各診療科に対しては病診連携・

病病連携による紹介患者の回復・増加を

重点項目としました。コロナ補助金終了

後に経営状況が悪化しないように努め

てまいります。 
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みなと赤十字病院 

み

な

と

赤

十

字

病

院

の

指

定

管

理

業

務 

・医師の働き方改革への準備状況につい

てお聞かせいただきたい。 

・B 水準及び C-1 水準の届出を行う予定

です。今年度、「働き方改善推進委員会」

を立ち上げ、副院長を含めた多職種で議

論を行っています。医師労働時間短縮計

画の作成のため、昨年度、全医師に対し

てタイムスタディを実施し分析を行っ

た上で、時間外労働の多い診療科部長に

対してヒアリングを行い、具体的な行動

目標や要望を取りまとめました。 

医師への労働と自己研鑽の考え方の

周知や、外部講師を招いて働き方改革の

講演会を開催するなど、意識改革・啓発

にも力を入れています。 

タスクシフトについては、令和 3 年 10

月に法改正があった医療技術職の業務

拡大に対応するため、指定講習会への参

加費用補助を行うなど受講を推進して

います。医師事務作業補助者の確保につ

いては、今年度すでに 3 名の採用を行っ

ており、引き続き院内配置拡大を推進し

ます。 

計画案は施設基準でも求められてい

ることから令和 4 年 9 月に完成させ、今

年度中に厚生労働省が指定した評価機

能事務局及び神奈川県への提出を予定

しています。 

・他病院と比しても非常に大きな黒字が

出ておりますが、その理由と、もし今後

の活用策があれば可能な範囲でご教示

ください。 

・令和３年度のコロナ関連補助金は、市

民病院約 24.4 億円、当院（みなと赤十字

病院）は約 28.6 億円と当院がやや上回っ

ております。 

費用面に関しては、減価償却費等の差

により、黒字額に差が出たと考えます。 

補助金収入で得た資金は、老朽化した

設備の更新などに活用してまいります。 
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みなと赤十字病院 

み
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・市が経営する 2 つの病院に対するコメ

ントと同様、新型コロナ感染症対応のた

めに診療報酬とは別に、膨大な金額が医

療の世界には注ぎ込まれました。コロナ

禍対応に日夜注力されてきた医療機関

経営者・従事者にとっては当然の対価と

考えておかしくありません。 

ただし、ポストコロナの経営を想定する

と、コロナ関連補助金による収支改善

と、診療報酬およびルーティンの補助金

に基づく収支計算は峻別される必要が

あります。 

この点、どのようにお考えでしょうか。 

 

・日本赤十字社では、赤十字病院グルー

プ全体における「経常収支の均衡」を安

定的に達成させるため、赤十字本部が各

赤十字病院に月次の数値目標を設定し

て監視する、予算モニタリングというも

のがあります。数値目標の一つが経常収

支となっておりますが、この経常収支は

コロナ関連補助金を除いたものが設定

されております。 

コロナ関連補助金が無くなっても経常

収支黒字を維持できるように、本部と連

携して収支改善を図ってまいります。 
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１ 医療を取り巻く環境 

【経営環境の変化】 

○ 人口減少や高齢化に伴う在宅医療及び回復期・慢性期病床の医療需要の増大や、依然として

続く医療人材の不足等の厳しい経営環境

○ 診療報酬改定や資源価格の高騰などに伴う材料費等への影響、新型コロナウイルス感染症

対策に伴う受療行動の変化など、病院経営を取り巻く環境の悪化

○ 医師の時間外労働規制への対応を始めとする働き方改革と医療サービスの向上を推進

【国の医療制度改革】 

○ 国は、将来の人口動態や医療需要を見据えつつ、新興感染症や大規模災害等が発生した際、

機動的、弾力的かつ質が高く効率的で持続可能な医療提供体制を整備するため、地域医療構想

や地域包括ケアシステム、医師の働き方改革や偏在対策といった各種施策を一体的に推進

○ 公立病院が持続可能な経営を行い、明確化・最適化した役割・機能を発揮し続けられるよう、

経営強化の取組を進めていくことを目的に「持続可能な地域医療提供体制を確保するための公

立病院経営強化ガイドライン」を策定し、自治体に「公立病院経営強化プラン」の策定を要望

【本市の状況】 

○ 「よこはま保健医療プラン 2018」及び「よこはま地域包括ケア計画」を策定

○ 「地域医療構想」（横浜区域構想）では、主に回復期・慢性期の病床が不足

２ 市立病院の果たすべき役割 

【医療機能の充実】 

○ 市立病院として各病院の特色を活かし、高度急性期・急性期を中心に、専門領域にお

ける回復期等、横浜市域に必要な最先端の医療を提供

○ ５疾病（がん、脳卒中、心筋梗塞等の心血管疾患、糖尿病、精神疾患）や５事業（救

急医療、災害時における医療、周産期医療、小児医療、感染症医療）、アレルギー疾患

医療等の政策的医療の強化

○ 医療の安全管理の徹底、予防医療の拡充、高齢化に対応するため認知症対策やフレイ

ル※１への取組、国際化への対応など、医療ニーズに的確に対応

○ 新興感染症等の感染拡大時を見据えたセーフティネットとしての市立３病院の役割の

明確化と必要な機能の整備

【地域医療全体への貢献】 

○ 地域の医療機関、介護施設等と連携し、必要な医療を提供するとともに、在宅医療支

援、普及啓発や地域医療人材の育成など、地域包括ケアシステムを構築

○ ＩＣＴを活用した地域医療連携ネットワークの充実・強化

【経営力の強化等】 

○ 医療の質向上による収益確保及び徹底した経費削減により持続可能な経営を確保

○ 医師の時間外労働規制が開始される令和６年度に向けた、適切な労務管理、タスクシ

フト／シェアの推進等による働き方改革の推進

○ オンライン資格確認の活用や情報セキュリティ対策の徹底など、デジタル化への対応

○ 次代の病院を担う人材の確保・育成

○ みなと赤十字病院に係る指定管理期間（30 年）終了後の運営方法について検討

引き続き、医療ニーズの変化に対応し、 

リーディングホスピタルとして先導的役割を果たします。

※１ フレイル：加齢とともに心身の活力（運動機能や認知機能等）が低下し、生活機能が障害され、要介護状態

などに陥りやすい状態。一方で、適切な介入・支援により、生活機能の維持向上が期待できる。 

横浜市立病院次期中期経営プランの策定について（骨子案） 

議事（２）資料
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３ 各病院の主な取組                               

 

【市民病院】 

 (1) 医療機能の充実 

○ がん検診・ドック、がんゲノム医療及び緩和ケアなど、がんに対する総合的な医療の提供、

ハイブリッド手術室等を活用した先進的な治療や早期リハビリテーションなど、質の高い

心血管疾患・脳卒中医療の提供 

○ 救命救急センターの機能充実による救急医療の強化、ハイリスク分娩や周産期救急に対

応できる高度な小児・周産期医療の提供、定期的な総合防災訓練の実施等による災害医療の

強化、感染症専門医や感染管理室の体制充実による感染症医療の強化 

○ 疾病予防や介護予防等に係る人間ドックの充実、外国人対応の強化による国際化の推進 

 (2) 地域医療全体への貢献 

○ 地域医療機関との連絡会・研修会等の充実、ＩＣＴ等

を活用した地域包括ケアシステムの構築支援 

 (3) 経営力の強化 

○ 高度機能の発揮による医業収益の増収、持続可能な

経営の確保、診療機能の向上・継続に必要な医療機器等

の計画的な導入・更新 

○ タスクシフトやデジタル技術の活用等による働き方

改革の推進及び情報セキュリティ対策 

(4) 人材育成 

○ 自ら学び成長を実感することができる人材育成制度等の構築 

 

【脳卒中・神経脊椎センター】 

(1) 医療機能の充実 

○ 24 時間 365 日体制による脳血管疾患医療の提供、早期着手・早期在宅復帰を目指すリハ

ビリテーションの充実等、「急性期から回復期まで一貫した医療を提供する専門病院」とし

ての医療の質・安全性の向上、新興感染症の感染拡大等に備えた感染症対応力の強化 

○ 市民の健康寿命延伸に向けた取組の推進 

(2) 地域医療全体への貢献 

○ 地域包括ケア病棟を基軸とした地域包括ケアシステムにおける貢献 

○ 市民啓発活動の推進、地域医療・介護人材の育成 

(3) 経営力の強化 

○ 患者数増加と増収による持続的な経常利益

の確保 

○ 施設・設備の長寿命化及び計画的な更新 

○ デジタル技術の活用等による働き方改革の

推進、情報セキュリティ対策の強化 

(4) 人材育成 

○ 職種別人材育成計画や多職種連携を通じた

「次代の病院を担う人材」の育成 
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【みなと赤十字病院】 

 (1) 医療機能の充実 

  ○ 地域がん診療連携拠点病院として、ブレストセンター※２、呼吸器病センターなど診療体

制を一層充実するとともに、健診センターとの連携を図り、がん医療を充実 

  ○ 全国トップクラスの救急患者受入、心臓病センターでの心血管疾患の受入、精神科救急

医療の継続 

  ○ 「神奈川県アレルギー疾患医療拠点病院」としてアレルギー疾患医療を充実 

  ○ 新興感染症の感染拡大等に備えた専門人材の育成や施設改修など対応力の強化 

 (2) 地域医療全体への貢献 

  ○ 地域の医師会・歯科医師会・薬剤師会、地域 

医療機関等との連携の一層の進展 

○ 地域包括ケアシステムの構築に向けた支援と 

ＩＣＴの活用 

  ○ 地域医療人材の育成 

(3) 経営力の強化 

 ○ 医師の働き方改革への取組 

 ○ 施設の大規模改修、高度医療機器の導入 

 ○ 電子カルテ更新、マイナンバーカード等のデジタル化への取組 

 

 

４ 経営指標（市民病院、脳卒中・神経脊椎センター）                

 経営目標と達成状況を明確にするため、医療機能、地域医療、経営力に関する目標値を設定 

 （主な指標例） 

医療機能 地域医療 経営力 

 新規入院患者数  紹介率  経常収支 

救急搬送件数 逆紹介率 病床利用率 

患者満足度    等 地域医療機関向け研修会数 等 職員給与費比率  等 

 

５ 収支見通し（市民病院、脳卒中・神経脊椎センター）               

 プランの策定にあたり、病院事業における中期的な収支見通しを示すことで、経営基盤の確立に

よる医療・患者サービスの安定的な提供を実現 

 

６ プランの基礎的事項                              

《計画の位置付けと期間》 

 総務省の「公立病院経営強化プラン」として位置付け、令和５年度から５年間 

《計画の進行管理》 

年度ごとに振り返りを行い、外部有識者で構成される「横浜市立病院経営評価委員会」におい

て点検・評価を実施。評価結果は市会へ報告するとともにホームページで公表 

 

参考 策定スケジュール                              

 令和４年９月   市会常任委員会で骨子を報告 

 令和４年 11 月   横浜市立病院経営評価委員会で原案検討 

 令和４年 12 月   市会常任委員会で原案を報告 

 令和５年２月   市会常任委員会で最終調整後の原案を報告 

 令和５年３月    公表 

※２ ブレストセンター：乳がん患者に対し、総合的な治療・支援を行うセンター 
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